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13 公法・公権理論の体系（承前）
（1）国家法について（承前）
＊注記 C─社会福祉と公権および政教分離の原則─
特別な経験的諸事例に適用される公法・公権について，第三の注記とし
て選ばれたのは，統治者（上位命令権者）が公権を行使して，その実現に
努めなければならない社会福祉と，逆にこの者が公権により干渉してはな
らない教会制度である。以下ではカントの所説をこの順序で紹介したい。
Ⅰ 社会福祉と公権
社会福祉について，この哲学者の説明はかなり簡略なものだが，これま
での叙述から，それのための公権を統治者（上位命令権者）が公民に対し
てもつア・プリオリな根拠も，市民制的体制を創設する人民の結合された
意思（普遍的意思）においているはずだとは，推測に難くないであろう。
つまり，かかる体制を創設する際の結合された普遍的意思は，各人の内的
な私のもの（自由な生存）と外的な私のもの（物権・人的権利・物権の様
式に立脚する人的権利）を，立法権者による実定的法則（実定法）により
実効的に守るということなのであるから，その内には自分を扶養して生存
してゆくことのできない同僚市民（身寄りのない子供を含む）を，他の市
民達が扶養してその者の自由な生存を守る意思も含まれているというとこ
ろに，統治者が公民に対してそのための公権を有するア・プリオリな根拠
が求められているであろう（以下の文章にそのような内容を読み込んでも，
牽強付会の誹りは免れると考える）。
「上位命令権保持者には，間接的につまり人民の義務の引受人として，
人民にその者達自身（人民自身）の扶養─そこでは救貧制度，捨て子養育
院，教会の制度，その他の慈善的な，あるいは温情的な諸施設と呼ばれる
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ような─のための，租税を課す権利が帰属する。
普遍的な人民意思は，永続的に維持されるべき共同体につまりは結合し
たのであるし，またその目的のために，その共同体での自分ではそれ（自
己の扶養─筆者）ができない成員を扶養すべく，その内的国家権力に服し
たのだからである。それゆえ政府は，最も不可欠な自然必要品さえもそう
できない人達の扶養手段を調達するようにと，富裕者達に強要するについ
て，国家の名において正当とされるのである。なぜなら彼ら（富裕者達─
筆者）の存在が，同時にその共同的団体の保護の下への，そして彼らの現
存在に必要な配慮の下への服従の自主行為として存していて，彼らは自ら
をその服従へと拘束的にしたのであり，国家はその服従に基づいて彼らの
同僚市民の扶養のために，彼らの物を寄付するようにとする自己の権利を，
今や根拠付けるのだからである。そのことはこう行われる：公民の所有物
の課税によって，あるいは彼らの商取引の課税によって，あるいは創設さ
れる資金とそれの利息によって，国家の必要のためではなく（なぜならそ
れは豊かである），人民の必要のために，しかし任意な寄付というだけで
なく（なぜならここでは国家の人民に対する権利だけが問題だから)─そ
の内にはいくつかの利欲的なもの（富くじのように，それなしではそう
あったであろう以上に貧者を作り，公的な所有（国富のことと思われる・
筆者）に危害をなし，そしてそれゆえに許されるべきでないもの）も入
る─，国家の負荷として強制的になのである。ここでは今や次のように問
われる。すなわち，貧者の扶養は経常的な寄付により，結果として各々の
時代がそれの貧者を扶養するのか，あるいは段々と集められた恒常財産，
一般的に温情的な諸施設（寡婦救護院，救貧院等々がそのようなものであ
る）により扶養するのか，しかも各々が強奪に類似する物乞いでではなく，
法律上の賦課金で創設されるべきなのかと。第一の配備が，国家の法に唯
一の適切なものであり，生きなければならない何人も拒みえないものとみ
なされなければならない。なぜなら，たとえそのような配備は貧者の数と
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ともに増大するとしても，（温情的な諸施設によって扶養することのよう
には）貧困であることを下らない人間の生計の道としたりせず，そしてそ
のようにして政府による人民への不正な賦課とでもいうべきものになった
りはしないだろうからである。
貧窮からまたは恥辱から遺棄される，あるいはおそらくはそのゆえに死
なせられる子供の扶養に関しては，国家はありがたくはないながらのかか
る国家財産（遺棄される子供を指していると思われる─筆者）の増加を，
知っていながらなくさせたりしない義務を，人民に課すある権利をもつ。
しかしこのことが，両性の独身主義者（この用語で財産家の独り者が理解
される）への課税によって─なるほど部分的なのだがそのことに責任ある
そのような人として(757)─，そのために創設された捨て子養育院を介して，
あるいは他の仕方で，行われうるのかどうかは（このこと─遺棄された子
供の死・筆者─を防ぐある別な手段はなかなか存在しえないであろう(758)），
それの解決が法あるいは道徳のいずれかに反することなくして，今までま
だ成就されていないある課題である｣(759)。
Ⅱ 政教分離の原則
それへの信仰をもつ人民が，忠誠を誓う教会は，組織ではあるが市民制
的体制の一環をなしたり，そこでの統治者が教会制度の創設や維持に関与
できたりはしない，それらとは独立した意思と権力をもつ組織である。
従ってまた市民制的体制を根拠づける結合された意思（普遍的意思）に基
づいて（それに信仰をもち忠誠を誓う一市民の立場で個人的にではなく）
(757) 本文は，「独身を通して子供の扶養負担を免れ，その分の財産をため込んでい
る人として」，くらいの軽い意味と思われる。
(758) 結婚して子供を持つ者は，その養育を超えてなお，孤児の育成費用まで税金
で負担する余裕がないとの理由から，本文のように記述していると思われる。
(759) Kant, Metaphysik, S. 216-218.
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は，決して何も決定しえないのであり，そうであれば国家もまた憲法に基
づいては，それについて何かを決定しうるいかなる公権も持たない。ただ
国家がそれに対して努めなければならないことは消極的であり，それは教
会の導師による市民制的共同体への政治的影響の阻止や，教会間の紛争が
市民的融和を危殆化させないようにする警察上の権利だけである。おおよ
そそのような説示が，次になされる。
「教会制度もまた，内的な志・心意として市民制的権力の全く効力圏外
にあるところの宗教から，慎重に区別されなければならないのであるが
（人民にとっての公的礼拝のための構築物─この礼拝もまた人民からそれ
の起源を，それが臆見なのであれ確信なのであれ，有している─として），
人民達がそれに忠誠を誓わなければならないある最高の目に見えない権力
の，そして市民制的権力とのある非常に不釣り合いな争いにしばしば入る
そのような権力の，自らを臣民としてもみなすための，ある真実な国家的
必要物なのである。それだから国家は，例えばそれの感官によってそれに
利益となると思われるように教会制度を整備したり，その信仰と礼拝形式
（宗教的儀式・ritus）を人民に指定し，あるいは命令するための，内的な
憲法上の立法の権利を決してもつことなく（なぜなら，このことは人民が
自らで選んだ導師や主宰者に，委託し続けられなければならないのだから
である），以下のごとき消極的な権利だけをもつ。それは，公的な導師の
目に見える，政治的な共同体への影響─それは公的な安寧に有害でありう
る─を阻止し，従って内的な争いあるいは様々な教会間の相互的な争いの
場合に，市民制的融和を危険に陥らせないための権利であり，ゆえにそれ
はある警察上の権利である。ある教会がある信仰をもたなければならない
だとか，それがいかなる信仰をもたなければならないのかだとか，あるい
はそれがその信仰を不変に保持しなければならず，そして自分自らを変革
するのは許されないだとかいうこと，それらは政府権力のそのものの尊厳
に依拠してなす（自己の権力を無限定に行使しようとする─筆者）干渉な
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のである。なぜなら，学者の議論ともいうべきそれらについて，政府権力
はそれの臣民たちと無差別な立場で干渉している（君主が司祭となってい
る）のであるが，臣民達は政府権力に対して，それらについては─殊に最
後のこと，即ち内的変革の禁止に関しては─この権力の全く知ったことで
はないと正しくいいうるのだからである。というのも，全人民が自分たち
自らについて決定しえないことは，立法者もまた人民についてそれを決定
したりはできないがゆえである。ところでしかし，いかなる人民もそれの
信仰に関する見解（教示）において，決して更に前進したりはしないと，
それゆえにまた教会制度に関して決して自ら変革したりはしないと，決定
したりできるものではない。なぜならこのことは，それ自身の人格の人間
性に，従ってその人民の最高の権利に，相反するだろうからである。ゆえ
にいかなる政府権力もまた，人民についてそのことを決定しえないのであ
る。他方で教会制度の保持の費用に関しては，この費用は全く同一の理由
から，国家の負担とはなりえず，いずれかの信仰を告白しているその部分
の人民の，即ちその教区の負担とならなければならない｣(760)。
＊注記 D─諸官職の配置・貴族の位階・公民たる地位の喪失─
特別な経験的諸事例に適用される公法・公権に関する注記の，第三番目
とされているのは，人民の結合された意思との関係での，各種の地位の法
的な取り扱いである。
「国家における最高の命令権保持者の権利はまた，1)諸官職の配置─義
務付けられる業務執行のある俸給を伴うものとしての─に関係するし，
2)位階─報酬なき地位昇進として，即ち格下者（自由で公的な法則によっ
てのみ義務を負うのではあるけれども，しかしながら上位者に従順である
ようにと予め決定されている）との関係での上位者（命令するための人）
(760) Kant, Metaphysik, S. 218-220.
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の階級配置として，単に名誉の上にだけ基礎付けられるところの─に関係
するし，また3)(それぞれの善行を施す）このような法の他に，刑法にも
関係する｣(761)。
Ⅰ 諸官職の配置について
まず市民制的諸官職について，主権者の官職取戻しが人民の結合された
意思（普遍的意思）に従って否定される次第が，こう説かれる。
「市民制的官職に関しては，次の問題が現われる─主権者は，彼がある
官職につかせたある者から，彼の随意で（後者の側のある咎なしに）取り
返す権利をもつのか。私はない！ という。なぜなら，人民の結合された
意思がそれの市民制的官職者について全く決定したりはしないであろうと
ころのことを，元首もまたその官職者についてそのことを決定したりはな
しえないからである。ところで人民は（ある官職者の任官がそれに生じさ
せる諸費用を負担すべきところの），一切の疑いなく，この者が彼に課さ
れたその任務に，完全に申し分ないようにと望む。しかしそのことは，あ
る十分な時間ずっと続けられたその任務の準備と学習─彼がそれの間，彼
に近寄ってきているある別な職業の学習のために彼が役立てえたであろう
それらのことを怠らせるそのような─による以外には，なされえない。
従って（官職に就く者に相応の身分保障がないとすれば─筆者）その官職
は，大抵のところそれのために必要な適応性を何ら習得してこなかったで
あろうし，また修練によって達せられた円熟した判断力を何ら習得してこ
なかったであろう人達に与えられるようになってしまうだろう。このこと
は，国家の目標に悖るもので，それにとっては，各人がより低い官職から
より高いそれに昇りえなければならないというのも（さもないとより高い
官職は全く役に立たない者達の手に入ることになるだろう），それゆえに
(761) Kant, Metaphysik, S. 220.
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また各人が生涯に亙る地位に算ええなければならないというのも，また必
要な事柄なのである｣(762)。
Ⅱ 貴族の位階について
次に主権者は，世襲の中間的位階である貴族の地位を，自分と残余の臣
民との間に創設できるかという問題について，やはり人民の普遍的意思が
根拠のないそのような特典的地位の創設で一致するはずがない以上は否定
されること，そしてただ既にあるものの世論に従った漸次的廃止まで，存
続させうるだけであるとの説示がなされる。
「ある官職が帯うる位階だけでなく，あるより高い地位の成員に仕える
ことなしの所持者をも生じさせる位階についていえば，貴族が存在し，そ
れは人民がそこにあるところの市民的地位とは区別されている，男性の後
裔達に継承されるものであり，また確かにこれらの後裔達を通じて貴族の
出身ではない女性の後裔達にも継承されるのだが，しかしながら貴族の出
自をもつ女性が貴族ではない彼女の夫に逆にこの階級を分与することはな
く，自身が単なる市民（人民の）階級に降位するというようになのである。
すると次のことが問われる─主権者は，ある世襲の中間的地位としてのあ
る貴族の地位を，自分と残余の国民との間に創設するのは正当なのか否か。
この問題においては，そのことが，主権者の利益あるいは人民の利益のた
めに，主権者の賢明性に適っているのかどうかが重要なのではなく，自ら
の上になるほどそれ自身は臣民なのだが，しかしながら人民との関係で生
まれながらの命令権保持者（少なくとも特権を有する）である諸人格のあ
る地位をもつことが，人民の権利に適うのかどうかだけが重要なのである。
その問いの答えはここでもやはり，これまでと全く同様に，人民（臣民の
全体的集団）が自分自身について決定しえないことは，主権者もまた人民
(762) Kant, Metaphysik, S. 220-221.
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についてそのことを決定しえない，との原理から生ずる。ところで，ある
世襲の貴族は功績の以前に先行するもので，そしてまたこの功績を，一切
の現実性のないある思考物であるようないかなる根拠によってしても，期
待させはしないものである。なぜなら，仮に先祖が功績を有していたにせ
よ，彼はそれを彼の後裔達に継承させたりはできず，その後裔達が常に自
分自身で功績をあげていなければならなかったのだからである。なにしろ，
国家のための功績を可能とする才幹と意思が，それ（功績─筆者）を同化
するというようには，自然がそれらを整えたりはしないのだから。いかな
る人についても，彼が自分の自由を放棄するとは仮定されえないのであっ
てみれば，普遍的な人民意思があるそのような根拠のない特典に一致する
というのは不可能なのであり，ゆえに主権者もまたそれを通用させたりは
できないのである。にもかかわらず，ある統治の機械工学の内に，古い諸
時代の（ほぼ完全に戦争に基礎づけられていたレーン制度の）そのような
変則が，公民より以上であろうとする，つまりは生来の官職者（例えば世
襲教授のごとき）であろうとする臣民達のある変則が忍び入っているとい
う場合には，国家は法に反して付与された世襲の優先権という自らによっ
て犯された過ちを，その地位の廃止と非設定とによる以外には，漸次的に
再び良くしてゆきえず，そのようにしてまた国家がこの位階を称号に関し
て，主権者，貴族そして人民での区分が，世論において主権者と人民とい
う唯一自然なそれに席を譲るまで，存続させるある権利を暫時的に有して
いる｣(763)。
Ⅲ 公民たる地位の喪失について
ここでカントがア・プリオリな理論として提示しているのは，市民制的
体制というものが，その成員は法に従って意思的行為をなすという前提の
(763) Kant, Metaphysik, S. 221-223.
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下に，彼らの普遍的意思（結合された意思）に従って創設された共同社会
であるからには，その成員の誰かが犯罪をなすとすれば，その者は自分が
法に従って意思的行為をなさない者（自己および他者の人格を究極的目的
として意思的行為をなさない者）であるのを否定的行動で示したのである
から，普遍的意思が立脚する共通の前提により自ら自分の公民としての地
位を奪ったとして，法と判決によってみなされ，賃労契約では負いえない
隷属した就労が課されうるということである。これに対しここに挙げられ
ている刑罰の具体的形態については，現前に行われているものを例示した
だけで，それは当然に時代の進行とともに変遷しうる（しかし後出の犯罪
と刑罰の同等性というア・プリオリな原理には従っていなければならな
い）ものだと考えていたであろう。次に続く注記 Eにも受け継がれる，
重要な説示がこう展開されている。
「いかなる人も，国家の内に一切の位階なしに存在することは確かにあ
りえない。なぜなら彼は，少なくとも公民のそれをもっているからである。
ただし彼が，彼自身の罪で自分からそれを奪う場合には別である。そのと
きには，彼は生命においては保持せしめられているが，ある他者の（国家
のであるかあるいはある他の公民のであるかどちらかの）恣意選択の道具
とされるのだからである。そこで後者（しかし彼が判決と法によってのみ
なりうるところのもの）である者は，奴隷（狭義での奴隷・servus in sen-
su stricto）なのであり，そしてある他者の所有権（支配・dominium）に
帰属し，この他者は従って彼の主人（herus）なだけでなく，彼の所有権
者（支配者・dominus）なのでもあってみれば，彼をある客物として移譲
したり，随意に使用したりできるし，また彼の生命や手足ではないにせよ，
彼の諸力を意のままに扱い（disponieren）うるのである。ある契約に
よっては，誰も自己をあるそのような隷属─それによって彼がある人格で
あるのを止めるところの─への義務を負いえない。なぜなら，彼がある契
約をなしうるのは，ある人格としてだけだからである。ところである人が，
100 専修法学論集 第130号
性質に従って許容されているが，しかし程度について不確定な（賃金，賄，
あるいは保護に関して）ある他者に対する役務の義務を，ある貸借契約
（貸与 借用・locatio conductio）によって負いうるということ，そしてそ
れにより彼は奴僕（Untertan服従する者・subiectus）とだけなり，奴隷
（servus）にならないということは，なるほど余りに確実であるように見
える。しかしながらそれはある誤った外観であるにすぎない。というのも，
もし彼の主人が，彼の奴僕の諸力を随意に利用する権能があるならば，彼
はそれらをまた死あるいは自棄に至るまで消尽しうる（それが砂糖諸島で
の黒人達についての状況であるごとく）のだからであり，そしてその者は
実際のところ彼の主人に自らを所有物として手渡したということなのだか
らである。それはなしえないものである。それゆえに彼は，性質と程度に
ついて特定された労働にだけ，自分を賃貸しうる─日雇労働としてかある
いは定住の奴僕としてかのどちらかで，後者の場合には，彼が一部には日
雇い労賃の代わりに彼の主人の土地の使用で─，その土地での役務を，一
部にはその土地の自身の利用について決められた使用料（賃借料）を，使
用賃貸借契約（Pachtvertrag）に従って提供し，それによって自分を土地
奴僕（農奴・glebae adscriptus)─それによって彼の人格性を害するであ
ろうような─とはしないということが，それゆえにある定期小作
（Zeitpacht）あるいは永小作（Erbpacht）を基礎づけうるのである。他方
でまた，なるほど彼は彼の罪である人的な奴僕になったということはある
うるにしても，しかしこの隷属性が彼に伝承されたということはありえな
い。というのも，彼が彼自身の罪過によってのみ，それを招いたのだから
である。そして全く同様にある奴隷から生まれた者は，この奴隷が出した
養育費用について請求されうるというものではない。なぜなら，養育は両
親のある絶対的な自然義務なのであり，そして両親が奴隷であった場合に
は，彼らの奴隷の占有・支配と共にまたそれらの者の義務を引き受けた，
主人達のある絶対的な自然義務なのだからである｣(764)。
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＊注記 E─刑法と恩赦法について─
Ⅰ 刑法について
『君は，君の人格における並びに他者の人格における人間性を，常に同
時に目的として扱い，決して単なる手段として扱わないように行為せよ』。
人間の一切の行為規範学が，そこからのみ演繹されるべき最高目標は，こ
う表わされていた。この最高目標は，お互いの人格における人間性を最上
な目的として，平等に尊重し合うことを命じているのであるが，そうであ
れば我々は，他者を故意に殺害すれば，それは自分も刑罰によって死なな
ければならないと，お互いに意識（覚悟）しているのでなければ，他者の
人格における人間性を，自己のものと同等に尊重しあっている（お互いの
自由を究極の目的として守り合おうとしている）とはいえないのではない
か(765)。逆にいえば，犯罪と刑罰に関して，これ以外の原則を採ることは，
前記した最高目標を否定して，その上に何か（経験的目標）を置こうとす
るのであるが，それは各人がそれぞれに有すべき独立した自由な存在を，
行為規範の究極の目的とはしないことにならないだろうか(766)。カントが
(764) Kant, Metaphysik, S. 223-225.
(765) 我々が真の実践的自由に依拠して行為をなしているというためには，たとえ
外的行為であってもそれが法上法則の要求するところと一致しているという適法性
だけでなく，その法上法則が要求するところを自己の志・心意として行為するとこ
ろの道徳性までが必要なのである。すると我々の外的行為について法上法則が要求
する，お互いの人格における人間性を究極のそして同等の目的として行為せよとの
命題も，我々の外的行為に際しての志・心意とまでなっていなければならないので
あるから，その志・心意の内においてもし他者を故意に殺害したならば，自分も刑
罰によって死ななければならないことを，互いに意識（覚悟）し合っていないので
あれば（そのような志・心意は偽物である），結局のところ我々は真の実践的自由
を志してなどいないことになろう。だが本当に我々は，このような志・心意を互い
にもちあわなくてよいのだろうか。
(766) 特定の境遇にある者の法的保護の主張も，自己および他者の人格における人
間性を共に目的として平等に尊重せよという最高の道徳的命法に合致しないのであ
れば，それは当然にも経験的目標に促された実践的には不合理な意見となり，それ
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これから説こうとする，犯罪と刑罰の同等性（応報）の原則は，そのよう
な演繹に基づいて，それゆえ各人の平等な自由の相互尊重こそ，真に大切
なもの（絶対に守られるべきもの）とするかかる基本的視座から，導き出
されたものである。
「刑法は，臣民に対し，彼の犯罪のゆえに彼にある苦痛を課すための，
命令権保持者の法である。それゆえ国家における最高権者は罰せられうる
ものではなく，人は単に彼の支配を拒みうるだけである。それを犯す者を
して，公民であらしめえなくするような公的法則の違反は，単に犯罪
（罪・crimen）と称され，更にまたある公的犯罪（公の罪・crimen publi-
cum）とも称される。ゆえに第一のものは民事裁判所に，他方は刑事裁判
所に引き出される。横領，即ち輸送のために預けられたお金や商品の着服，
購入や売却における，他者に露見している詐欺は，私的犯罪である。贋金
や偽手形を作成すること，窃盗や強奪等々は，公的犯罪である。その理由
は，それによって危険にさらされているのは国家であり，そして単に個別
のある人格ではないからである。それらは卑俗な性情の（俗な性質の・
indolis abiectae）それらと，凶暴な性情（激烈な性質の・indolis violen-
tae）のそれらに分けられうるであろう。
司法的刑罰（裁判所の懲罰・poena forensis)─その罪悪がそれによって
それ自体を罰し，そして立法者がそれには全く顧慮しないところの自然的
刑罰（自然の懲罰・poena naturalis）と相違しているところの─は，ある
他者の善を，犯罪者自身や市民社会のための善を，促進する手段としてだ
けで，下されうるものでは決してしてなく，常に彼が違反したのだという
その理由でのみ，彼に対し下されうるのである。なぜなら人間は，単にあ
る他者の諸目的の手段としてだけ扱われるようには決してできないし，ま
た物権法の諸対象の内に混ぜられえず，彼の生得的な人格性が彼をそのこ
はちょうど反対に，何かの経験的目的のために，特定の境遇にある者の法的保護を
他者よりも減少させようとする企てが不当であるのと同様である。
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とから守るのだからである─彼が市民社会に損害を与えると確かに判断さ
れうるにせよ。この刑罰から彼自身のためのあるいは同胞市民のための，
いくつかの利益を引き出すことが考えられるそれ以前に，彼は処罰相当と
認められていなければならない。刑法は断定的命法であり，そして何かを
見つけ出しそれが約束する利益によって，彼を刑罰から，あるいはそのも
ののある等級だけからでも免ずる─パリサイ派の格言『ある人間が死ぬこ
とは，全人民を滅ぼすよりもましである』に従って─ために，幸福論の蛇
のくねりを這い回る者に災いあれ！ なぜなら，もし正義がなくなるのな
ら，人間が地球上で生きることには，もはやいかなる価値もないのだから
である。それだから，もしある犯罪者が，自分に危険な実験がされるのを
承諾するのならば，また首尾よく切り抜けるほどに幸運であるだろうなら
ば，死に瀕しているその者から，生命を守るという提案─その目的は医者
達がそれによってある新しい，国家に有益な知識を得ることだとして─に
ついて，人はどんな評価を下すべきなのか。裁判所なら，この提案をなす
であろう医師会に対し，軽蔑とともに却下を申し渡すであろう。なぜなら，
正義が，何かある報償のために，自分を売り渡すときに，それは何がしか
であるのを止めるのだからである。
しかしながら，公的正義が原理と基準として自らに与える処罰とは，い
かなる種類のそしていかなる程度のものなのだろうか。他方の側より以上
に一方の側に傾かないという，同等性（正義の秤の指針の状態における）
の原理以外のいかなるものでもない。君が人民のある他者に加えた受ける
いわれのない害悪の代償としてのもの，それを君は自ら君に加える。君が
彼を侮辱するときには，君は君自身を侮辱する。君が彼を打つときには，
君は君自身を打つ。君が彼を殺すときには，君は君自身を殺す。刑罰の質
と量が確定していると述べうるようにするのは，司法法廷の前で（君の私
的判断においてではなく）偏に応報法（同害報復の法 ius talionis）を十分
に了解することなのである。他のすべてのものは，あちこちで浮動的であ
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り，そして他の混入する諸考慮のせいで，純粋でそして厳正な正義の判決
とのいかなる適合性も含みえない(767)。ところで，確かに諸状況の相違が，
同じきものという応報の原理を，許容しないようにみえる。しかし，文字
通りにはそれが可能ではありえないにせよ，だが効果に従ってより身分の
高い者の感じ方に基づいては，その時々になお有効なのである。例えば口
頭名誉棄損を理由とする罰金は，侮辱とのいかなる関係ももたない。なぜ
なら，お金を多く持つ者は，確かに快のためにこのことをあえてなしうる
からである。だがしかし，ある者の名誉心の傷つけは，その他者の高慢の
苦痛付与に非常によく同等でありうる。後者が公的に謝罪するだけでなく，
前者にたとえ彼はより身分が低いにせよ，例えば同時にその手に接吻する
ことを，判決と法によって強いられるであろうという場合。全く同様に，
乱暴な身分の高い者が，より身分の低いしかし罪のない公民に加える諸々
(767) カントは後に法論を締め括るにあたって，巷間でよくいわれる『最も良い体
制は，そこにおいて人間達ではなく，法則が力をもっている，そのようなものであ
る』との理想に，それは最も純粋化された法論の目標であるとの評価を与えている
が（後出(6)参照），これは我々が今日において強調している『法の支配』に当た
ることについて，誰も否定しえないであろう。すると，犯罪と刑罰の関係にあって
は，人間達（例えば立法権者・統治者・議会で多数を占める政党やそれを支持する
過半数の市民など）の主観的判断（裁量）による立法ではなく，やはりア・プリオ
リな法上法則に従った立法によって決定すべきであり，そして前述した各人の人格
における人間性を究極の目的とせよとの行為規範学における最高目標からは，犯罪
と刑罰の同等性（応報）の原則が，唯一の基準として演繹され，それだけが人間達
の主観的判断によって被害者（犯罪者の自主行為により自己の人格の人間性を否定
された者）にもまた犯罪者（自己の自主行為により被害者の人格における人間性を
否定した者）にも傾かせられていない，真の必然的な正しさを表しているというべ
きではないか。これを言い換えれば，人民の結合された意思は，自分達の人格にお
ける人間性を，究極の目的として同等に守ってもらうために，市民制的社会と国家
を創設するというものであるから，この絶対的要請をその時々の実定法制定権力の
温情やその逆の厳格性，被害者と加害者の人権に関して硬軟両方に傾きうる政策に
委ねたりしようとするものでは決してなく，逆にその時々の実定法制定権力もまた，
そのような恣意的権限を主張できるはずがないのである。
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の殴打に対して，謝罪の外に寂しく辛い拘禁の刑を宣告されるとした場合
にも，そうであろう。なぜならそれによって，不快の外に，その行為者の
高慢が痛く衰弱されるからであり，そしてそのようにして羞恥により同じ
きものが正当に報いとされるのだからである。しかしこれは何を意味する
のだろうか─『君が彼から盗むときには，君は君自身から盗んでいる』。そ
こで盗んでいる者は，すべての他者の所有権を不確実にしている。ゆえに
彼は，一切の可能的な所有権の確実性を，自分から奪う（応報の法に従っ
て）のである。彼は何も持たず，何もまた取得しえない，だが生きるのを
欲している。このことは他者が彼を食わせるという以外には不可能である。
しかし国家は無償でこのことをなさないだろうから，盗人は国家が任意に
決める労働（苦役労働あるいは懲役労働）上の彼の諸力を，国家に委ねな
ければならず，そしてある期間において，あるいは評価に従い終生におい
ても，奴隷身分（国家によって就労を強いられる身分─筆者）に入ること
となる。しかし彼が殺人を犯したときには，彼は死ななければならない。
ここでは正義の充足のためにいかなる代用物も存しない。あるなお大いに
憂いに満ちた生と死との間にはいかなる同質性もなく，それゆえにその行
為者に司法上で執行される，だがその病んでいる人格の人間性を残忍さに
さらすかもしれないような一切の酷遇から免れている死によって以外には，
その犯罪と応報のいかなる同等性も存しない。たとえ市民的共同体がすべ
ての成員の同意により解体するというような場合（例えばある島に住む人
民が別れて全世界に分散すると決定するというような場合）でも，監獄に
いる最後の殺人者はそれ以前に死刑に処されなければならないであろう。
それは，各人に彼の諸行為に値するものが与えられるためのもので，そし
て殺人罪がこの処罰をあくまで主張しなかった人民に残らないようにする
ためである。なぜならその人民は，正義のこの公的違反への共犯者とみな
されうるからである。
裁判官の，厳格な応報法に従った死刑の判決によってのみ可能となる，
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刑罰の平等性ということは，次の点において現れる─それによってのみ，
犯罪者の内的悪性と均衡して(768)，すべての者に対する死刑宣告が下され
る（その判決が謀殺に関係するのではなく，ある別の死によってあがなわ
れるべき国家犯罪に関係する場合でさえも）ということ。以下のように仮
定せよ：スコットランドの最後の反乱─そこでは幾人かのそれへの共犯者
（バルメリーノおよび他の者のような）がその謀反によりスチュワート家
に負われている義務を果たす以外のいかなることも思っていなかったが，
他の者はそれと反対に私的な目論見を抱いていた─においてのごとく，最
高裁判所によって，各人は死刑と苦役刑との選択の自由をもつべきである
との判決が言い渡されるだろうと。私はいう，誠実な人は死を選び，悪人
は苦役を選ぶと。それが人間の感性・情緒の本性に，必然的にそのように
伴うものなのである。というのも，前者は生そのものよりもより高く尊重
しているところのもの，即ち名誉を知っており，他の者は不名誉に覆われ
た生を，だが今なお全く存在しないよりもよりましである（名誉より命を
優先させること・animam praeferre pudori. ユウェナリス Juven.）として，
保持するのだからである。前者は疑いもなく他の者よりもより少なく処罰
相当であり，そこでそのように彼らはすべての者に対して等しく下される
死によって完全に均衡して，つまり前者は彼の感受の仕方によって寛大に，
後者は彼のそれによって厳格に，処罰されるのである。これに反して，等
しく苦役刑への判決がなされるであろう場合には，前者は余りに厳格に，
他の者はその卑劣さに対して余りに寛大に，処罰されるようになるだろう。
そこでそのようにしてここでもまた，共謀において結び合わされているあ
る数の犯罪者の判決において，最も良く均衡のとれているものは，公的正
義の前では，死刑である。かつまた，謀殺の理由で死刑の宣告をされた者
(768) 後出のごとく，同じ死刑でも，誠実な犯罪者にはその刑罰が犯罪者に寛大と
感じられ，卑劣な犯罪者には，それが厳格と感じられる，そのような均衡を指して
いる。
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が，それによって彼に過大なゆえにまた不正なことがなされたと不平を訴
えたというのは，聞いたことが全くないし，もし彼がそれを表明するとす
れば，誰もが彼を面と向かって笑うであろう。そうではないとすれば，人
はこう想定していなければならなくなろう─法則に従えば不正が行われて
いるのではないにせよ，だが国家の立法権はその種の刑罰を布告する権能
がないのだと，そしてもし国家がそれをなせば，自己自身との矛盾の内に
あるのだと。
それゆえに，謀殺を実行した，あるいはまた命じた，あるいはそれに加
担した謀殺者は，全く同様にして死を蒙らなければならない(769)。つまり
は，裁判官の権力の理想としての正義が，ア・プリオリに根拠付けられた
普遍的な諸法則に従って，それを望んでいるのである。だがしかし，ある
そのような行為への共犯者達（共同被告達・core）があまりにも多くて，
国家がいかなるそのような犯罪者も持たないためには，もはやいかなる臣
民もほとんど持たなくなるに至りうるほどであって，だがまた国家は解体
するのを，つまりなお一層邪悪な，一切の外的正義のない自然状態に転ず
るのを（殊にある屠殺台ともいうべき光景により人民の感情を麻痺させる
のを）望まないというような場合には，主権者はこの危急の場合（緊急の
場合・casus necessitatis）において裁判官をさえなして（演じて），死刑
の代わりに犯罪者達にある別な刑─それによれば民衆がなお保持されると
(769) 徒党を組んだ者たちが，あるイデオロギーや固定観念（過激思想）の実現の
ために，人々に対する犯罪も厭わず共に行動することほど，各人（自己及び他者）
の人間性を究極の目的とし，決して手段として扱わないという行為規範学における
最高目標に悖るものはない。残念ながら今日の世界で多く見られるそのような行動
を防ぐためにも，犯罪と刑罰の同等性の原理は，各人の人間性を共に目的として尊
重すべきことの唯一の演繹的帰結であり，それゆえどんな（経験的な原理や宗教的
教義に基づくような）主義主張のためのものであっても，誰かの生命・身体・財産
等に関する自由を侵害しようとする行動は，法に悖る犯罪であり，法はそれに固有
な目的（正義）を実現するために，必ずその犯罪と同等の処罰を科さなければなら
ない次第について，法学教育を徹底させる必要がある。
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ころの─を科すある判決を言い渡すことが，彼の権力の内に保持されてい
なければならない。そのようなものは流刑（Deportation）である。しか
しこのこと自体は，ある公法上の法則に従うものとしてではなく，ある絶
対命令（Machtspruch）に，即ち君主大権上のある自主行為によるものと
して，常に個別的な諸事例においてのみ，なされうるのである。
ところがこれに反して，ベッカリア公爵はある取り澄ました人道上の同
情的な感傷（同情性・compassibilitas）から，一切の死刑の不法性に関す
る彼の主張を提示しており，一切の死刑は根源的な市民制的契約には含ま
れえないだろうからというのがその理由であるとしていう─なぜなら，人
民の各人がもしや彼においてある他者（人民における）を殺害するとなれ
ば，自分の命を失うことに同意していなければならないだろうというのに，
しかしかかる同意は，誰も自分の命を処分しえないがゆえに，不可能なの
だからと。すべてが詭弁と法の歪曲である。
誰も刑罰を欲したからそれを受けるのではなく，彼が刑罰相当なある行
為を意欲したからそれを受けるのである。ある者に，彼が欲しているとこ
ろのことが生じているという場合には，いかなる刑罰も存在していない。
また処罰されるのを欲するのは，不可能なのである。『私が誰かを殺害す
る場合には，私は処罰されるのを欲する』と言明するというのは，『私は
他のすべての者と共に，人民の内にある犯罪者が存する場合に，当然の仕
方で刑法でもあるだろう諸法則に服する』という以上のいかなることも意
味しない。刑法を厳命する共同立法者としての私は，その法則・法律に
従って臣民として処罰されるのと同一の人格であるのは不可能である。な
ぜなら，あるそのようなものとして，つまり犯罪者として，その立法・法
則定立において発言権をもちうるなど，ありえない（立法者は神聖であ
る）のだからである。それゆえ，私がある犯罪者としての私に対して，あ
る刑法を布告する場合には，ある犯罪の可能者としての私を，即ちある別
の人格（現象的人間・homo phaenomenon）としての私を，ある市民的社
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団における他のすべての者と共に，服させているところの純粋に法的な立
法・法則定立する理性（可想的人間・homo noumenon）が存在するので
ある。換言すれば，人民（そのものにおける各個人）がではなくて，裁判
所が，従って犯罪者以外の他者が，死刑を命ずるのであり，そして社会契
約には処罰されるがままになりますという，そのようにしてまた自分自身
および彼の生命を処分しますという約束は，全く含まれない。なぜなら，
もしも犯罪者のある約束─処罰されるがままになることを欲しますとい
う─が，処罰する権能の基礎となっていなければならないとすれば，自分
を処罰されるべきであると認めることが，この者にまた委ねられなければ
ならないだろうし，また犯罪者が彼自身の裁判官である仕儀となろう(770)。
この誤りの，かかる詭弁の眼目は，次の点にある。すなわち，犯罪者の独
自の判断（彼の理性にそうすると必然的に信頼しなければならないところ
の)─生命を失わなければならないという─を，それを自分自身から奪う
という意思のある決定とみなしており，そのようにしてまた法の執行を法
の判断と全く同一の人格において結合して表象しているということであ
る(771)｣(772)。
(770) 犯罪は処罰されなければならないとは，既に理性に従ってなされている立法
により決していて，そのゆえに犯罪者は刑罰を受けなければならないという判断を
なすのであるのに，そうではなく犯罪者により社会契約において刑罰を受けますと
いう意思表示のなされていることが，刑罰を受ける根拠だとすれば，それはやはり
理性に従った立法（刑法）が自分に当然に及ぼす効果を否定して，自己の意思を立
法（刑法）が果たすべき役割に代えうるとの主張であり，その当然の帰結としてそ
の主張の内には，刑法が裁判官の職務を負う者に，その定めに従って犯罪者に処罰
相当の判断を下せと命じている効果も否定しえて，かかる立法が命じている裁判官
の役割も，自己の意思で代えられるとの内容が含まれていなければならない。本文
はそのような意味であると思われる。
(771) 法の執行は，裁判所（裁判官）が犯罪者以外の市民を代理して行うのであり，
個人としての犯罪者はそれがどのようなものであるかを理性に従って判断するだけ
なのであるのに，ベッカリア侯爵はこの判断を犯罪者個人の意思と捉え，しかもそ
れが法の執行の根拠だとすることで，法の判断と執行を犯罪者という同一人格に結
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続いて，名誉心・羞恥心が動機となってなされる殺人である，正式の婚
姻によらない出生における嬰児殺人と，侮辱的あしらいにより受けた臆病
との嫌疑を晴らす戦争同胞殺人（決闘）も，処罰相当であるについては変
わりなく，ただ人民の客観的正義がこれらの者の動機とならず，主観的な
名誉・羞恥の動機が彼らの行動を強く動かす（法が正義とするものに従え
なくしている）とすれば，それは立法とそれに基づく市民制的体制が，野
蛮で未成育な事情に帰せられるべきであると説かれる。
「しかしながら，それらとの関係で立法がそれらに死刑を科す権能をも
つのかどうか，なお疑わしいところの，二つの犯罪が存在する。名誉心・
羞恥心が両者へと誘うのである。その一つは，性的面目の感情であり，も
う一つは，戦争での面目上の感情なのであるけれども，しかもこれらの
各々が，二つの人間階層には本分として担われる真の名誉のそれなのであ
る。一つの犯罪は，母親の子殺し（母親の幼児殺害・infanticidium mater-
nale）であり，もうひとつのそれは戦争同胞殺人（戦友殺害・commilito-
nicidium），決闘である。立法はある正式の婚姻によらない出生の汚名を
除去しえるものではなく，また同様にある侮辱的なあしらいに死の恐れを
超えて高められた自分の力を対置しないとの，ある下位司令官に降りかか
る臆病の嫌疑からの汚辱を拭い去りうるものではないから，これらの場合
に存する人間は，自然状態の内にあり，そして決して殺害（謀っている殺
害・homicidium dolosum）と呼ばれてはならないだろう殺人（殺害・
homicidium）は，両方においてなるほど処罰相当なのではあるが，しか
し最高権力によっては死をもって処罰されえないようにも思われる。正式
の婚姻によらないでこの世界に到来した子供は，法則外で生まれ（なぜな
らその法則が婚姻と称されるのだから），従ってそのものの保護の外に生
合させているが，ここでの誤りの眼目は正にその点にある。本文はそのような意味
であると思われる。
(772) Kant, Metaphysik, S. 225-233.
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まれた。それはさながら，その共同社会に紛れ込んでしまって（禁制品の
ごとくに），その結果としてこの法則がそれの存在を無視しうる（その理
由はその子が正しくはそのような仕方で存在すべきではなかったであろう
から），それゆえまたその子の消去を無視しうるほどであり，そしてその
母親の恥辱的な分娩が世間に知られる時における彼女の恥辱は，いかなる
法令も除きえないほどである。下位司令官に任ぜられ，ある侮辱を加えら
れる軍人は，全く同様に彼の地位にある同僚達の共通的見解によって，名
誉回復を，そして法則によるのではない，ある裁判所の前でのではない，
決闘─そこでは彼が彼自らを生命の危険に曝すところの─による処罰を，
自然状態におけるがごとくに獲得し，彼の地位の名誉がそれに基づいてい
るごとき彼の勇敢な戦意を証明するようにと，自分が強いられているのを
知る。このことは相手方の殺人に結び合わされているにせよ，この戦いに
おいて公然とそして双方の同意─たとえ心ならずもであるにせよ─により
行われたそれは，本来的に殺害（謀っている殺害・homicidium dolosum）
と呼ばれるべきではないであろう。両方の場合（刑事的正義に属する）に
おいて，何が合法的なのだろうか。ここでは刑事的正義が，大いに窮地に
陥っている─この正義は名誉概念（ここではいかなる妄想でもないところ
の）を無なものと宣告し，そのようにしてまた死をもって処罰することな
のか，それともその犯罪から相応する死刑を除き去ることなのか，つまり
はまた無慈悲であることなのか，それとも寛大であることなのか。この困
難の解決はこうなる。すなわち，断定的命法（法則違反の殺人は死によっ
て処罰されなければならないという）は存続し，他方で人民における名誉
の動機が（主観的な），その正義に適合する（客観的な）処分と一致せず，
結果として公的な，国家に発している正義が，人民に由来する正義との関
係では不正義ともいうべきものとなっている咎は，なお野蛮で未成育なも
のとしてある間での，立法そのものに（それゆえ市民制的体制にも）存す
る，ということである｣(773)。
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Ⅱ 恩赦法について
ここでは犯罪者に対する主権者の恩赦について，人民との関係での制約
が，説得的に示される。
「犯罪者に対する恩赦法（赦免することの法・ius aggratiandi)─刑罰の
軽減であるか，あるいは全的赦免であるかする─は，主権者のすべての権
利の内で，確かに彼の統治権の輝きを示すために，だがそのことによって
高度に不正をなす結果に導く，最も不確かな権利である。臣民達相互間で
の犯罪に関しては，その権利を行使することは断じて彼に帰属していない。
なぜならここでは，臣民達への最も大きな不正が，無罪放免（罪の不科・
impunitas criminis）なのだからである。それゆえ，彼自身が遭遇するある
侵害の場合（侮辱された大権の罪・crimen laesae maiestatis）にのみ，彼
はそれの使用をなすことができる。しかしその場合にもまた，無処罰に
よって人民自身に，それの安全との関係で危険が生じうるであろうときに
は，決して行使できない。この権利は，大権（Majestätsrecht）の名に値
する，唯一のものである｣(774)。
（2）市民の祖国と外国とに対する法的関係について
ここからいよいよ，国家法の最終目標である共和国，および法論そのも
のの最終目標である諸人民法と世界市民法が説かれる，公法・公権の理論
の後半部分（法論の最終部分）にさしかかるのであるが，その準備のため
に，定住者にとっての祖国・外国・属州に関する重要な定義がまず提示さ
れ，それとの関係で移民と追放の問題が論じられる。
「それの定住者達が既に憲法によって，即ちある特別な自主行為を行う
必要なしに（それゆえ出生によって），同一の共同社会の共同市民である
ところの領国（Land 領土・territorium）は，祖国と称される。そこにお
(773) Kant, Metaphysik, S. 233-235.
(774) Kant, Metaphysik, S. 236.
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いては，定住者達がかかる条件（ある特別な法的行為を行うこと─筆者）
なしには，そうではない（ある同一の共同社会の共同市民ではない─筆
者）ところの領国が，外国と称される。そ の 外 国 が 領 土 主 権
（Landesherrschaft）一般のある一部を意味しているときには，属州
（Provinz）と称される（ローマ人がこの言葉を用いたような意味におい
て)─その属州は，共同市民の居所としてその国（Reich）の統合されたい
かなる一部をも意味するものではなく，ある従属地ともいうべきものとし
ての領国のある所有だけを意味するからには，本国としての支配国家の領
地（主たる領地・regio domina）に敬意を払っていなければならないこと
になる（後出(4)・(f)参照）。
1）臣民（市民ともみなされる）は，移民の権利をもつ。というのも，
国家は彼をそれの所有物として引き止めたりはできないだろうからである。
だが彼は，不動的財産ではなく─このことは，もし彼がなおそれまで所有
されていた彼の土地を売り，それの代価を携行する権能があるとするなら，
なされるであろうが─，動的な財産だけを一緒に持ち出しうるだけである。
2）国君（Landesherr）には，外国人の移民や移住（移民者）を厚遇す
る権利があり，土地における彼の土着の民の私的所有権が，彼らから奪わ
れるというのでないのであれば，彼らがそのことを嫉妬してみるかもしれ
ないにせよ，そうである。
3）正しくこの者（国君─筆者）はまた，臣民のある犯罪にして，共同
市民達が自分と国家のためになす一切の共同を破滅させるものである場合
において，その臣民がそこではある市民のいかなる権利にも関与しないと
ころの，外国（従属地としての─筆者）のある属州に追放する権利，即ち
流刑とする権利を有する。
4）臣民を遠方の世界に，つまり外国一般に追い出す（古いドイツ語で
異郷追放・Elendと呼ばれる）領国追放（Landesverweisung）一般の権利
（追放の権利・ius exilii）も有する。それは，国君が臣民から一切の保護
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を剥奪するのであるから，この者をその国境内で法律の保護外におくのと
同様の意義がある｣(775)。
（3）公法・公権が最終目標とすべき国家のあり方
(a）三様の国家形態について
国家における三つの権力も元首も，経験的に存在するものを指すのでは
なく，あくまでもア・プリオリに理性によって，個人の場合と並行して国
家に関し─だから結合された人民の意思という理念に基づいて─推論され
た純粋理念であり（前掲(1）・(c)参照），それゆえ実際に経験的世界でそ
れらを担っている（それら諸理念に現実性を与えている）と認められる権
力機構や自然人は，あくまでもかかる純粋理念に従って，任務を遂行しな
ければならないことになる。カントはそのような確認の後に，最高の国家
権力の人民意思に対する関係の点から，ありうる三様の国家形態について
論証する。そしてその内で，国家の法・権利の執行では最も単純な専制的
国家形態は，しかしその執行の単純さにより圧政を招く，人民にとって最
も危険なものであると警告する。
「ある共同体一般（広義でいわれる共同社会・res publica latius dicta）の
概念に発する国家における三つの権力は，その限りでは結合された─ア・
プリオリに理性に由来する─もっぱら人民意思上の諸関係なのであり，そ
してあくまでもある元首についてのある純粋な理念─客観的に実践的な実
在性をもつところの─なのである。つまり，この元首（主権者）は，それ
が最高の国家権力を表示し，この理念に人民意思に対しての現実性を得さ
せる（人民意思を体現する─筆者）ある自然的人格をなお欠く限りは，偏
にある思考物（総体的人民を提示するそれ）なのである。ところで，前者
（最高の国家権力─筆者）の後者（人民意思─筆者）に対する関係は，三
(775) Kant, Metaphysik, S. 236-238.
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様の異なった仕方で考えうる。国家における一者がすべての者に対して命
ずるのか，あるいは互いに平等に結合された何人かが，他のすべての者に
対して命ずるのか，あるいは，すべての者が一緒に，各人に対して，つま
りまた自分自身に対して命ずるのかのどれかであり，換言すれば国家形態
は，専制政治的であるのか，あるいは貴族政治的であるのか，あるいは民
主政治的であるのかのいずれかである(776)。（専制政治的に代わる君主政治
的という表現は，ここで意図されている概念には適切でない。なぜなら，
君主は最高の権力をもつ者であるのに対し，専制者あるいは独裁者は，一
切の権力をもつ者であり，後者は主権者であるが，前者は主権者を専ら代
表しているのだからである）。容易に気づかれるのは，その内で専制的国
家形態が最も単純なもの─一者による人民に対してのもの─で，それゆえ
そこでは一者だけが，立法者だということである。貴族政治的形態は，す
でに二つの関係から組成されている─即ち身分の高い者相互の，主権者を
なすための関係に，次にはこの主権者の人民に対する関係が組み合わされ
ている。これに対し民主政治的形態は，最も全統合的なもの，つまり最初
に一切の者の意思を結合して，そこから人民を，更に公民の意思を，ある
共同体を形成するのであり，そして次にこの共同体に，この結合された意
思そのものであるところの主権者を与える，そのようなものである(777)。
国家における法・権利の執行については，もちろん最も単純なそれがまた
最も良いそれである。しかし，法・権利そのものに関しては，それ（最も
(776) これは人民に対して命ずる者が，一者か，同列の複数の者か，結合された人
民自体なのかという点からのア・プリオリな分類であるが，後出のごとく市民制的
体制の創設を目的とした人民の根源的契約（ア・プリオリな理念）の精神に唯一適
合するのは民主制的なものであり，残余のものは古い経験的な（制定法的な）形態
が，長い習慣によって維持されているにすぎないとされる（後掲(c)参照）。
(777) 「潜入している資格なき権力者（寡頭政治上のまた衆愚政治上の）による，こ
の形態の変造については，いわゆる混合的な国家体制についてと同様に，私はここ
において何も言及しない。なぜならそれは余りにも遠方へ導くことになるだろうか
らである」（Kant, Metaphysik, S. 240.）。
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単純な執行─筆者）が大いにそこへと招くところの圧政（Despotism）の
観点において，人民にとって最も危険なものである。単純化することは，
なるほど強制法則による人民の結合の機械的作業においては，合理的な格
率（信条）である─つまり人民における皆が受動的であり，そして彼らの
上にいる一者に従うという場合には。しかしそれは，公民としてのいかな
る臣民ももたらさない。もし君主が立派である（そのための意思と見識を
もっている）のなら，君主政治（本来的にここでは専制政治）が最高の国
家体制であるという甘言（Vertröstung）についていえば，それは同義反
復的な金言に属するものであり，そして最も良い体制とはそれを通じて国
家管理者が最も良い統治者とされるようなそれである，即ち最も良いとこ
ろのそのようなものである，以上のいかなることも言明するものではな
い｣(778)。
(b）国家体制の変更可能性について
既に詳論されていたごとく，国家権力の起源を探求して，現在の最高権
力を疑おうとすることは許されないのであるが（前掲(1）・注記 A参照），
それゆえにまた国家体制の変更（転覆）を意図して，それの起源を探求す
ることももちろん許されない。これに対し主権者の方から，存在している
国家体制が市民制的体制の創設を目的とする根源的な契約の理念に，十分
に一致していない場合において，人民が一つの国家をなしているというこ
とに，本質的にふさわしい形態を存在させようとするのは可能でなければ
ならない。ただし，主権者は人民をいかなる体制に服させるかについて，
それが自分の随意な選択に基づいているごとくに，変更できるというもの
ではない。これらの説示が次に続く。
「かかる（国家体制に関する─筆者）機構の記録を追跡するのは無駄で
(778) Kant, Metaphysik, S. 238-240.
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ある，言い換えれば市民制的共同体の始まりの時点まで，遡及することは
不可能なのである（なぜなら，未開人は彼らの法則の下への服従のために
いかなる手段も創設せず，そしてまた粗野な人間達の性質からすでに，彼
らが力によってそれを始めたであろうという事情が，推測されうるからで
ある）。この探求をしかし，もしもいま存している体制を力で変更する意
図において試みることは，処罰相当である。なぜならかかる変更は，その
ための陰謀を企てる人民によって，それゆえに立法を通じてではなく行わ
れるものに違いなかろうからである。更に，既に存している体制内での謀
反は，すべての市民制的・法的な諸関係の，従ってすべての法・権利の転
覆である，換言すれば市民制的体制の変更なのではなく，そのものの解体
なのであり，そしてそのときにはより良いそれへの移行が変態
（Metamorphose）ではなく，新たな共同体的契約を必要とするところ
の─その契約には以前の（今や廃棄された）それは少しの影響も持たな
い─，新生（Palingenesie）なのである。しかし主権者にあっては，存在
している国家体制が根源的な契約の理念に十分に一致していない場合にお
いて，それを変更するのは，そしてその際に，人民が一つの国家をなして
いるということに，確かに本質的にふさわしいところの形態を存在させる
のは，可能でなければならない。従ってこの変更は，国家が自己をこれら
三つの形態の一つから，他の双方の一つへと，自
・
ら
・
立て直すということ，
例えば貴族政統治者がある専制政治に服従することで一致しているとか，
あるいはある民主政治に統合しようとすることで一致しているとか，また
いまと逆方向のといったような事柄を，本体とするものではありえない─
あたかも主権者が人民をいかなる体制に服させようとするかは，その者
（主権者─筆者）の自由な選択と随意に基づいているかのごとくに。とい
うのも，たとえ彼が民主政治に変更するように決心するとして，その時で
さえも，人民自身はその体制を嫌っているということがありうるだろうし，
残余の二つの内の一つが自己にとってより有益だと知ったりもするだろう
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からには，彼はなお人民に不正をなしうるだろうからである(779)｣(780)。
(c）国家法が最終目標とすべき「共和国」
国家法の叙述の最後に登場するのは，市民制的体制を基礎づける，根源
的契約の精神が憲法制定権力をしてその理念に適合させるよう目指させる，
唯一の適法な体制であり，本源的な形態であるところの，純粋な「共和
国」である。前述のごとく（前掲注776参照），人民に命ずる者が一者であ
る専制政治的体制も，同列の複数の者である貴族政治的体制も，分
・
類
・
と
・
し
・
て
・
は
・
ア・プリオリに正しいから，人民が市民制的体制の創設を目的とする
根源的契約の理念にそれらが入れられても，経験的でしかない文字が入れ
られたことにはならない。しかし，かかる契約の精
・
神
・
には適合するもので
はなく，その実質は法に従ってではなく習慣に従ってだけ維持されうる経
験的（制定法的）体制なのであり，ゆえにそれらは民主制的体制へと，更
にはそれの最終目標である「共和国」（絶対的・法的な状態）へと解消さ
れなければならないものである。「共和国」の法的正当性がまずそう説か
れる。
「国家諸形態は，市民制的状態における根源的立法の文字（littera）に
過ぎず，それゆえにまたそれらが国家体制の機械工学に属しているごとく
に，古く長い習慣（従って主観的な）によって必要なものとみなされてい
る限りは，そのままでありうるものなのである。しかし，その根源的契約
の精神（最も本源的な契約の精神・anima pacti originarii）には，憲法制
定的権力が負うところの，統治様式をそれの理念に適合させる義務が，そ
(779) 主権者ができるのは，人民の各自に彼のものを帰属させるという根源的な契
約の理念に合致した，その役割を十分に果たしうる一つの国家にしようとすること
までであり，それが国家形態の変更にまで及ぶときには，根源的契約で体制を決定
できる権力（憲法制定権力）である人民の同意が必要で，自己の随意に従ってなし
うるものではない。本文はそのような意味であると思われる。
(780) Kant, Metaphysik, S. 240-241.
序論─カントの演繹的行為規範学（15) 119
してそのようにして漸次に継続してそれを以下の方へと変更する─そこの
ことが当然には行われえないとしても─ことの義務が，含まれている。す
なわち，その変更の目指すところは，その統治様式が唯一の適法な体制と，
即ちそれらの効力に関してある純粋な共和国のそれと一致するように，そ
して人民の服従性を生じさせるのに役立つだけのあの古い経験的な（制定
法的な）形態は，それのみが自由を原理とするところの，それのみが国家
の本来的意味において，ある法的な体制のために必要な一切の強制の確か
に条件とするところの，本源的な（合理的な）形態へと解消するように，
そして最終的には文字についてもそこまで達するだろうように，というこ
とである。これは，法則が自立支配的（selbstherrschend）であって，い
かなる特別な人格にも基づかないところでの，唯一の永続的な国家体制な
のである。一切の公法・公権の最終目標は，そこにおいてのみ各人に彼の
ものが絶対的に配分されうる状態である。それにひきかえ，あれらの国家
形態が文字に従い同様の数の異なった，最高権力を纏った法人を表示すべ
きである限りは（理念としての根源的契約の精神に従った変更がなされな
いで，文字にとどまったそれぞれの国家形態を習慣によって維持している
限りは─筆者），ある暫定的な内的法・権利だけで，いかなる絶対的・法
的な状態も，市民制的共同体に帰属せしめられえないのである｣(781)。
最後に，真の共和制は，代議員を通じての人民の代表的機構というべき
もので結合された人民が主権者でなければならず，そして代議員による立
法に元首というべき者も従わなければならない以上は，最高権力が根源的
に人民に見出されなければならないこと，この権利は人民に一身専属的な
ものであり，もはや統治を君主に委ねるなどの契約が人民に帰属するのも，
拘束力をもつのもありえないこと，それらがこの道徳形而上学者だけに可
能な，格調高い文章によって綴られている。
(781) Kant, Metaphysik, S. 241-242.
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「ところで，およその真の共和国は，すべての公民によって結合された
人民の名において，彼らの代議員（代議士）を通じて彼らの諸権利に配慮
するための，人民の代表的機構というべきものであるし，それ以外のもの
ではありえない。更にある元首というべき者がまた，（人民の代議員に
よって─筆者）その人格に従い（ある元首というべきものがその国王であ
れ，貴族であれ，あるいは全人民総数であれ，民主政的社団であれ）代表
されるべきであるや否や(782)，結合された人民は単に主権者を代表するだ
けでなく，主権者そのものなのである。なぜなら，個々人─単なる臣民と
しての（精々が官吏としての)─のすべての権利がそこから導かれなけれ
ばならないところの最高権力が，根源的にはそれ（人民）に見出されなけ
ればならないからであり，そして今や創設された共和国が，もはや統治の
手綱を手放したり，また以前にそれを操っていた者達にそれを再び委ねる
必要がなく，そしていまや絶対的恣意によるすべての新たな命令を，再び
無効としうるであろう。
それゆえに，大きな国家的負債による苦境から，ある強力な支配者が，
この負担を人民の固有な判断そのものに従って引き受けること，そして分
担するのを人民に任せるようにして，自らを助けようと意図したことは，
この者の判断力の大きな過ちであった。人民は，いうまでもなく自然な仕
方で，臣民の課税に関する立法権だけでなく，統治に関するそれを，つま
りは統治が浪費や戦争によって新たな負債を作らないよう阻止するために，
手に入れたのであるから，君主の支配権力は完全に消滅し（単に停止され
たのではなく），各臣民の私のもの君のものが，いまやそれの立法する意
思に服せしめられるところの人民に移行したのである。また次のようにも
(782) 本文は簡潔な表現で解りづらいところもあるが，前の文章との脈絡で判断す
ると，人民の代議員による実定的立法に，人民だけでなく，ある元首というべき者
も，それぞれの人格に応じて従わなければならない体制となるや否や，という意味
と思われる。
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いわれえない─その際にはある黙示のだがしかし契約による国民立法会議
の約束が，つまり必ずしも主権に自ら任ずるのではなく，それの諸業務を
管理するだけで，果たされた業務の後にはしかし，統治の手綱を君主の手
に再び委ねるという約束が，前提されていなければならないと。そのよう
な約束はそれ自体で無効だからである。共同体における最高の立法の権利
は，いかなる譲渡もなしうるものでもなく，最も一身専属的な権利である。
それを持つ者が意に従って処置しうるのは，人民の総体意思を通じて人民
（個人としての─筆者）だけとなるのであり，だがすべての公的契約の根
源である人民の総体意思そのものを（立法により─筆者）意に従って処置
しうるのではない。人民に，それの権力を再び返還するように義務付ける
かもしれないある契約は，立法する権力としての人民には帰属せず，そし
て確かにそれを拘束することもないだろう。そのことは，『誰も二人の主
人に仕ええない』という命題に従って，ある矛盾というべきものなのであ
る(783)｣(784)。
（4）諸人民法について
(a）諸人民法への導入
最初に，諸人民法（わが国で国際公法とされる法分野）は，諸人民のど
のような関係を規律する法なのか，これまで論じられてきた個々人や家族
に関する法と，その点でどのような相違があるのかについて，説示される。
「ある人民（Volk）をなす人間達は，ある共通の親的血統での生殖（共
(783) 前出のように，代表機構以外のものではない共和国において，最高権力は結
合された市民としての人民に最も一身専属的なのであるから，権力を返還するとい
う契約は，この意味での権力を返還するのではなく，旧権力者をして別個に権力を
持たせるという意味での約束を内容とすることになるが，それは市民が二つの最高
権力に仕えなければならないとする矛盾である，本文はそのような言明であると思
われる。
(784) Kant, Metaphysik, S. 242-244.
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に生み出されている者達・congeniti）の類推によって─彼らはそうではな
いにせよ─，土地土着的な者達（Landeseingeborne）として表象されう
る(785)。にもかかわらず他方で，そのような人間達は，ある共通の母（共
和国）から生まれたごとくして，知性的で法的な意味においては(786)，さ
ながらその成員がすべて血縁の等しいところのある家族（家門・gens, 国
民・natio）をなしうるが，また彼らと一緒に自
・
然
・
状
・
態
・
に
・
お
・
い
・
て
・
生活した
いと欲しているであろう者達とは，高邁でない者達として，交合すること
はできない─たとえこれらの者（未開人）が彼らの側で，彼らが選んだ法
則なき自由のゆえに，反対に自分たちをより気高いと思っていて，等しく
諸民族（Völkerschaften）をなすも，だがしかし諸国家をなさない者達(787)
だとしても。ところで，諸国家の相互関係における法（それはドイツ語で
は全く不当に諸人民法・Völkerrechtと称されているがむしろ諸国家法・
Staatenrecht（諸国家の公法 ius publicum civitatum）と呼ばれるべきであ
ろう）が，諸人民法の名の下に我々の考察しなければならないものである。
そこでは，自然的自由の状態の内に存する，従ってまた恒常的戦争状態の
内に存する他のある国家と反対に，ある法人とみなされるある国家は，一
部で戦争のための法・権利について，一部で戦争における法・権利につい
て，一部でこの戦争状態から脱することを互いに強要しあうためのそれに
ついて，即ち持続的平和を根拠付けるある体制に関して，つまりは戦争の
(785) 短い記述なので自信はないが，ある土地を共通にしている（総体的共同所有
をしている）という，自然状態における繋がり（血統）の理念で結ばれている人間
達の意味ではないかと思われる。
(786) 前注で指摘したように，人民は土地を共通にしている（総体的共同所有をし
ている）という自然状態での繋がりをまず有しているのであるが，加えて市民制的
共同体と国家の創設を通じてそこでの成員となることにより，共和国を共通の出自
とする，知性的で法的な繋がり（自
・
然
・
状
・
態
・
では考ええなかった知
・
性
・
的
・
・法
・
的
・
な繋が
り）をも有しているとみうる事情を，本文は表現しているものと思われる。
(787) 他のすべての人間達と，諸民族の関係に止まり，諸国家の関係に進まないで
いようとする者達という意味と思われる。
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後の法・権利に関して，課題をもつことになり（法人としてみなされる国
家は，自然状態にある人々・諸人格を法的状態へともたらす課題を一応解
決させたけれども，更にそれには自然状態の内に存している諸国家間に法
的状態を成立させる課題がなおあることになり─筆者），そして個々の人
間や家族の自然状態における法・権利（お互いの関係における）の諸人民
のそれとの，以下のような相違するものだけを携行している。すなわち，
諸人民法においては，ある国家の他の国家に対する全体におけるある関係
だけでなく，ある国家に属する個々の諸人格の他のそれの個々人に対する
関係，同様にまたある国家における諸個人の他の全体的国家そのものに対
する関係も，問題となる（法的状態をもたらすべき対象となる─筆者）と
いうことである。しかし，純然たる自然状態における個々人の法・権利と
の，そのような相違が必要とするものは，後者の概念から容易に推論され
うるそのような（相違に応じた─筆者）諸規定のみなのである(788)｣(789)。
(b）諸人民法の思惟に不可欠な諸要素
続いて，諸人民法を認識するために不可欠な，4つの要素が列挙される。
「諸人民法の諸要素は，1)諸国家は，お互いに対する外的関係において
考えると，（法なき未開人のごとく）本来的にある非・法的な状態にある
ということ，2)この状態は，たとえ現実の戦争や，持続的な現実の敵対
（敵対行為)─それはなるほどそのことによって他国のいかなるものにも不
正がなされているのではないけれども，しかしそれ自体としては最も高い
程度において不正である（それら双方がより良くあろうと意図していない
点において)─が存在しなくても，ある戦争の（より強いものの法・権利
(788) 余りに簡潔な表現なので，自信はないが，諸人民法（諸国家法）が，個々人
の自然法とどう相違するのかは，むしろ先に詳しく述べられていた後者の概念から
容易に推論されうるという意味であるように思われる。
(789) Kant, Metaphysik, S. 245-246.
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の）状態であり，そしてそこから互いに隣接する諸国家が脱する義務を負
うある状態であること，3)ある根源的な共同体的契約の理念に従い，確か
に内国的な不和に介入しあうというのではなく，外的な不和の開始に対し
てお互が守りあうという，ある諸人民同盟を必要とする。4)だがその連合
は，いかなる最高の権力も含んではならず（ある市民制的体制におけるが
ごとく），ただ同輩関係（同盟性）だけを含まなければならない。いつで
も解消されうる連合は，それゆえ折々に更新されなければならない。それ
は，ある別の根源的な法・権利の後ろ盾において(790)，自分をそれら相互
間での現実の戦争状態における衰退から守るという（ギリシャ諸都市代表
者達の同盟・foedus Amphictyonum），ある法・権利である｣(791)。
(c）戦争に関する主権者と臣民の関係
自然状態にある自由な特定の国家が，主権者の最高司令によって，他国
との戦争にそれに固有な臣民を徴用し，命までをかけさせうる法・権利を，
いかにしてもつのか，この問題が戦争に関する法・権利の冒頭に位置付け
られる。そしてまず，なされてはならない推論として，臣民が国家や主権
者の所有物（動物のごとくに考えて）であることに根拠を求めようとする
誤った演繹が示される。続いて臣民（公民）は国家において，代議員を通
じて立法する成員であることに基づいて，むしろその立法を通じて主権者
の宣戦布告に対する義務付けをなしうるのであり，そしてそれによって初
めて主権者は開戦の権利をえることになり，同時にまた代議員を介しての
自分を用いて戦争を遂行することの同意によって，主権者は初めて臣民を
(790) すぐ後に登場する戦争のための法・権利を指しており，ここでの諸国家が有
する法・権利は，お互いに自国を現実の戦争で疲弊させないために，その本源的権
利をお互いに行使しないと同盟するものと位置付けられうる（戦争のための権利が
あって初めて，それの行使を抑制しあう同盟の権利はありうる）というのが，本文
の意味であると思われる。
(791) Kant, Metaphysik, S. 246-247.
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動員する権利をもつとする，正しい演繹が示される。
「自然状態における自由な諸国家相互での，戦争のためのその根源的な
法・権利については（法的な状態に近づくある状態を形作るための），最
初に以下の疑問が生ずる。それは，国家がそれに固有な臣民に対して，彼
らを他の諸国との戦争に徴用し，彼らの財産を，加うるに彼らの生命さえ
も用いる，あるいは賭ける─そのことが，彼らは戦争に出陣するように欲
するのか否かというこの彼ら固有の判断にかかっているのではなく，主権
者の最高司令が彼らを送り込むことを許されているかのように─いかなる
法・権利をもつというのか，という点である。
この法・権利は，容易に説明されうるように見える─つまり彼のもの
（所有物）により，人が欲することをなす権利に基づいて。しかし，誰か
が実質について自分で作ったものに関して，彼はある争われえない所有権
をもつのである。従ってここには，ある素朴な法律家がしたためるかもし
れない演繹が存在する。
ある国には，様々な自然的産物が存在するが，しかしながらそれらは，
ある種類のそれらの多数に関しては，同時に国家の拵え物（人工物・arte-
facta）とみなされなければならない。もし国家と正規の権力を有する統
治が存在せず，住民が自然状態にあるとすれば，その国はそれらをそのよ
うな多量さにおいて，供給しないだろうからである。鶏（最も有益な種類
の鳥），羊，豚，牛類その他云々についていえば，もしも私が生きる国に，
居住者にそれらの取得や占有・支配を安全にするある統治が存在しなけれ
ば，飼料の不足によるか，さもなければ猛獣のゆえに，そこにはそれらが
全く見いだされないか，極度にまばらに見出されうるようになるだろう。
そのことは人口総数についても妥当し，正にアメリカの荒野においてのご
とくに，もしもこの総数に最大の増加努力（あれらの家畜には与えられな
いところの）が授けられるとするそのときでさえも，ただ貧寒としたもの
でしかありえないだろう。住民のいかなる者も，常に人間あるいは未開人
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によって，また猛獣によって荒らされるという危険にあるところのある土
地に，彼の従僕と一緒に広がりえないであろうから，住民は非常にまばら
なだけであるだろう。それゆえ，今日ある国で生活しているほどのある多
数の人間にとって，十分な生計の道は見出されないであろう。ところで，
農作物や家畜については，それらがその量に関しては人間のある拵えとも
いうべきものであるから，それらを使用したり，消費したり，遣い尽くし
たり（死なせたり）しうるといいうる。そこでそのように，国家の最高権
力，主権者についても，最も大きな部分について彼の固有な産物である彼
の臣民達を，彼は狩猟に連れてゆくように戦争に，娯楽パーティーに連れ
てゆくように野戦に導く権利をもつといいうるごとくにも見える。
しかしこの法的根拠（おそらく君主達の念頭に曖昧ながらも浮かんでい
るかもしれないところの）は，なるほど確かに人間のある所有物でありう
る動物に関しては妥当するが，だがしかし人間達には，殊に公民としての
彼等には全く適用されえず，公民は国家においてともに立法する成員（手
段としてだけでなく，同時にまた目的それ自体として）とみなされなけれ
ばならず，そしてそれゆえに公民は，戦争動員に対して一般的にだけでな
く，各々の特別な宣戦布告に対しても，代表者を介して彼の自由な同意を
与えなければならず，それの制限的条件の下でのみ，国家は彼の危険に充
ちた職務を意に従って処置しうる。
ゆえに我々は，確かにこの権利を，主権者の人民に対する義務から（逆
ではなく），導かなければならないだろう(792)。その際には，人民はそのこ
とに対する彼の意見を与えたとみなされなければならず─その特性におい
て人民が，消極的ではあるが（自分を用いて─戦争・筆者─させる），だ
(792) 人民の代議員による実定的立法に，人民だけでなく，主権者（元首）も，従
わなければならない義務がある限りは，主権者（元首）は代議員の立法により戦争
を人民に義務付けられた主権者として，その義務に基づいて初めて戦争のための権
利を人民に対してえるという意味と思われる（前掲注782及び次注参照）。
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がまた自立的であり，そして主権そのものを表示するのである(793)｣(794)。
(d）戦争と敵対のための法・権利
戦争については，他国からの実働的毀損だけでなく，脅威も問題となる
こと，脅威は適法なものであるが，それを受けている国には武力増強など
の均衡の権利があること，実働的な毀損の内には他国人民から自国人民に
向けられた侮辱や，平和的手段にまず訴えることのないいきなりの報復も
含まれること，最後の点については平和の解消（戦争の告知）なしでの戦
争突入と同様に，儀礼違反であること，ここではそれらの点が説示される。
「諸国家の自然状態において，戦争（諸々の敵対）のための法・権利と
は，ある国家がそれを通じてある別の国家に対する法・権利を遂行する─
つまりはそれが後者によって害されていると考える場合に─，自身の力に
よる，許されている仕方のことである。その理由は，そのことがある訴訟
（Prozeß）によって（法的状態においてはそれを通じてのみ諸々の不和が
調整されるような）は，その状態ではなされえないからである。（他国か
らの─筆者）実働的な毀損・Verletzung（最初の敵対とは区別される最初
の攻撃）の外に，脅威（Bedrohung）が存在する。ある先に着手される武
装─先行することの権利（先行の権利・ius praeventionis）がそれに基礎
付けられるところの─であるか，あるいはまた単に（領地取得(795)による）
ある他の国家の恐ろしく増加している力（恐ろしい勢力・potentia tre-
(793) 戦争する主体は国家であるから，その主体に自分を用いて戦争させるとの意
見を与えたとみなされる人民は消極的であるけれども，しかし自立的で主権を表示
しているという意味と思われる。
(794) Kant, Metaphysik, S. 247-250.
(795) やがてこの後に出てくる国際法の理念に関する叙述（次項(e)参照）からは，
市民制的体制と国家を創設する際に，結合する市民を通じて国家が理念として取得
しているとみなされるべき領地や，諸人民法の理念に違反しての戦争による領地取
得を指していて，戦争による領土獲得は諸人民法によっては正当化されないことを
前提とした記述と考えなければならない。
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menda）が，これに属する。後者はより小さな力の国が受ける，優越する
力をもつ国の一切の自主行為以前の状態によるある害であり，そして自然
状態においてこの攻勢はもちろん適法である。それゆえに，互いに実効的
に接触しているすべての国家の均衡（Gleichgewicht）の法・権利(796)は，
このことに基づいている。
ある戦争のための法・権利を与えるところの，実働的な毀損に関しては，
一方の人民の他方の国家の人民による侮辱に対しての自助的回復や，他方
国家の下に賠償（平和的手段による）を求めることなしでの報復
（Wiedervergeltung）に対する自助的回復が，これに該当する。儀礼性に
ついてこのような報復と類似性をもつのは，先行する平和の解消（戦争告
知）なしの戦争突入である。というのも，正に戦争状態においてある法・
権利を見出そうとする場合には，ある契約との類推的なものが，つまりは
両者が彼らの法・権利をこの仕方（戦争─筆者）で求めようという表示の，
他方当事者による受領が，考えられなければならないからである｣(797)。
(e）戦争における法・権利
カント自身が認める通り，ここでの法・権利を考えることは，自己矛盾
なしに法則なき状態における法則を考えるという，最も大きな困難を内包
するのであるが，この法・権利は諸国家がお互いの外的関係において，自
然状態から法的状態へといつも入りうるような諸原則に従って戦争を導く
ようなものでなければならないとの命題を提示する。そして上位者と服従
者の関係にない諸国家間では，刑罰戦争はありえず，また諸人民法の理念
が外的自由の原則に従う対抗の概念であり，そこから戦争は自己のものを
守るだけで，一国の力の増大のためになされるものではないから，他国を
(796) 各国が，他国との力の均衡を保持するために，武力を増強するなどの方策を
とる法・権利のことであると思われる。
(797) Kant, Metaphysik, S. 250-251.
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殲滅したり征服したりすることを正当化するものではないとの重要な説示
がなされる。他方でこの防衛手段には臣民をして公民で無くさせるもので
ない限り，あらゆる手段の使用が認められること，制圧した敵国に（人民
に直接ではなく）物資供出や軍税を課すのは許されること，が明らかにさ
れる。
「戦争における法・権利は，正に諸人民法の内で，それについて理解す
るためだけでも，そして自己矛盾することなく，この法則なき状態におけ
る法則（戦争の間は諸法が沈黙する・inter arma silent leges）を考えるた
めにも，最も大きな困難がそこに存するところの法である。いうまでもな
くそれは，諸国家のあの自然状態（お互いの外的関係において）から脱す
るのが，そしてある法的状態に入るのが，いつもなお可能であるような諸
原則に従って戦争を導く，そのようなものでなければならないであろう。
独立した諸国家相互のいかなる戦争も，刑罰戦争（Strafkrieg罰するため
の戦争・bellum punitivum）ともいうべきものではありえない。なぜなら，
刑罰はある上位者の（命ずる者の・imperantis）服従者に対する（服せし
められた者に対する・subdium）関係─その関係は諸国家相互のそれでは
ない─においてだけ生ずるものだからである。しかしまた，殲滅戦（絶滅
の戦争・bellum internecinum）でも，ある国家の道徳的抹殺（その国家の
人民が勝利国の人民といまや一つの集合に合体するか，あるいは隷属状態
に陥るかする）であるだろう征服戦争（征服者達の戦争・bellum subiuga-
torium）でもありえない。平和状態に達するかかる緊急手段がそれ自体に
おいて，ある国家の法・権利に矛盾しているかのごとくして，そうだとい
うのではなく，その理由となるのは，諸人民法の理念が外的自由の原則に
従うある対抗の概念にして，自己のものについて自分を守るためだけのも
のを携えていて，しかし一方の国家の力の増大により，他方の国家にとっ
て脅威でありうる，ある仕方を取得するためのものは携えていない，とい
うことなのである。
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攻撃されている国家には，あらゆる種類の防衛手段が，許されているけ
れども，ただしそれの使用がその国家の臣民をして公民であるのを不可能
とするそのようなものであってはならず，その理由はその国家がその際そ
れ自体をして，諸人民法に従う国家関係において人格（他国と同等の権利
に与っているであろう）としてみなされることを，同時に不可能とするだ
ろうからである。その許された防衛手段の内には，臣民を，それどころか
外国人もまた，暗殺のために，毒殺のために（それら諸項目には個人を待
ち伏せする狙撃兵もまた確かに属しうるであろう）あるいはまた偽りの情
報の流布のためだけでも，使用することが算えられる。一言でいえば，将
来の永続的平和の確立のために必要な信頼を無にするであろう，そのよう
な狡猾な手段を利用することが入るのである。
戦争では，制圧された敵国に物資供出と軍税を課すことが許されるけれ
ども，しかしその人民から奪取すること，即ち個々の人々から彼らのもの
を強奪することではなく（なぜなら，人民によって戦争を遂行したのは，
征服された人民ではなく，それがその支配下にあったところの国家である
がゆえに，そのことは略奪となるだろうから），その後の平和に際してそ
の国あるいは属州に課される負担を比例的に割り当てられるように，提出
される諸証明書と引き換えの賦課が許されるのである｣(798)。
(f）戦争後の法・権利
戦争後には，戦勝国が講和条約を自己の力によって作成し，敗戦国との
和合と条約締結をなすが，およそ国家間には上位者・服従者の関係はなく，
それゆえに処罰戦争がありえないのであるから，相手方の戦争を不法なも
のとして，処罰のための戦争費用の賠償を提案しえない。また征服戦争も
認められないからには，制圧された国を植民地とすること，臣民を奴隷と
(798) Kant, Metaphysik, S. 251-253.
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することは適法とされない（何が適法として認められるかなどにつき前項
(e)参照）。おおよそこれらの説示により，戦争に関する法・権利の締めく
くりとされる。
「戦争後の法・権利，つまり講和条約の起点におけるまたそれの諸効果
に関する法・権利は，次のことを本体とする。すなわち，それらについて
敗戦国と和合しそして講和条約締結に達することを，諸条約が司るように
されるところの諸条件は，戦勝国が作り，しかもそれの相手国の自称する
損害を理由に敗戦国に属しているという何かある楯とされるための権利に
従ってではなく，この問題を放置することによって，自己の力に依拠しつ
つ作成するのである。それゆえ勝利国は，戦争費用の賠償を提案したりは
できない。なぜならその際には，勝利国がその相手国の戦争を，不法だと
いわなければならなくなろうからである。そうではなく，たとえ勝利国が
この論拠を念頭に置くかもしれないにせよ，だが申し立てることは許され
ない。なぜなら，さもないとこの国はその戦争をある処罰戦争ともいうべ
きものと宣告し，そしてそのようにして新たにある無礼を行うことになろ
うからである。数の同等性に拘らない捕虜交換（いかなる贖い・Loskauf
にも立脚せしめられていないところの）も，ここでの法・権利に該当する。
制圧された国家，あるいはそれの臣民は，国の征服によって彼らの公民
的自由を失い，国家が植民地に，臣民が奴隷に貶められるようになるので
はない。なぜならさもないと，ある自己矛盾している刑罰戦争が，存在し
たことになるだろうからである。ある植民地あるいは属州とは，確かにそ
れの固有の体制，立法，土地─そこではある別の国家に帰属する者は外国
人にすぎない─をもつが，にもかかわらずその別の国家が，最高の執行権
力を彼らに対しもっているところのある人民のことである。後者は宗主国
家（Mutterstaat）と呼ばれる。従属国家（Tochterstaat）はそれによって
支配されるけれども，だがしかし自己自身によって（それ固有の議会に
よって，おそらくある副王の議長職の下で）統治する（複合国家・civitas
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hybrid）。アテネは，様々な島との関係で，そのようなものであった。今
日では，大ブリテンがアイルランドとの関係でそのようなものである。奴
隷身分および戦争によるある人民の征服の適法性は，なおより少なくしか
導かれえない。なぜならそのためには，刑罰戦争が前提とされなければな
らないからである。ある世襲の奴隷身分はおよそ不合理なものであり─な
ぜなら誰かの犯罪に基づく罪は相続されえないから─，導かれることが最
も少ない。
（敗戦国に対する─筆者）大赦もまた，その講和条約締結と結び合わさ
れるというのは，既にそのものの概念に存している｣(799)。
(g）平和の法・権利の内容
平和の法・権利とは，どのような内容のものかが，こう示される。
「平和の法・権利は，1)近隣において戦争が存している場合に，平和の
内にいるそれ，あるいは局外中立のそれであり，2)締結された平和の持続
を確実にさせるそれ，即ち保障のそれであり，3)一切の外的なあるいは内
的な不時の攻撃に対して身を守るために，複数の国家の相互的結合（連
合）のためのそれ─攻撃することのためのそして内的な増強のためのある
同盟ではなく─である｣(800)。
(h）不法な敵国に対する平和の法・権利
この平和の法・権利にとって不法な敵国とは，それの表わしている意思
が，一般的規則になるとすれば，諸人民の下で，平和状態が不可能となり，
自然状態が永続化するような，そのような格率（信条）を有する国となる。
そしてすべての人民は，かかる不法な敵国を地上から消滅させることはで
きず，この国をして戦争への傾向性を不都合とさせる新しい体制を採らせ
(799) Kant, Metaphysik, S. 253-255.
(800) Kant, Metaphysik, S. 255.
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るようにすることができる。
「ある不法な敵国に対するある国家の法・権利は，いかなる制限も持た
ない（確かにより正確にいうと質についての制限はあるが，量についての
制限はない，つまりは程度についての制限がないのである）。害されてい
る国家は，なるほど自己のものを主張するために，あらゆる手段を使用す
ることが許されるというものではないが，それ自体で許容されているもの
を，その国家がそれのために諸力をもつのに応じて使用することが許され
る。ところでしかし，一般的自然状態では，各々の国家がそれ固有の法律
事件の裁判官であるような，そのような諸人民法の概念によると，ある不
法な敵国とは何なのだろうか。それは，公的に表されたそれの意思（それ
が言語的であれ行動的であれ）が，ある格率（信条）を，即ちもしそれが
一般的規則とされるとするなら，それに従って，諸人民の下におけるいか
なる平和状態も可能ではなくなり，自然状態が永遠化されるに違いなかろ
う格率（信条）を，示しているところの国である。以下のように前提され
うるところの，公的な諸条約の違反は，そのようなものである。つまり，
その条約違反については，それの自由がそれによって脅かされるところの
すべての人民の，かつまたそのことによってあるそのような不正に対し結
合して，その不正からそうなるための力を奪うようにと要求されるすべて
の人民の，法律事件に関係しているとされうることである。しかしながら
また，すべての人民は，その国を分け合うこと，ある国家をさながら地上
から消滅させることまでなすようにとは，要求されない。なぜならそれは，
ある共同体に結合する本源的権利を失いえないその国の人民に対しての，
不法であろうからである。そうではなくその人民をして，それの性質によ
り戦争への傾向性に不都合な，ある新しい体制を採らせることが，すべて
の人民に要求されるのである。
なお，自然状態におけるある不法な敵国の表現は，贅言的（pleonas-
tisch）である。なぜなら，自然状態は，不法性のある状態そのものだか
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らである。私の方でそれに対抗することを，私が不法になすであろうとこ
ろのそれは，ある合法的な敵国であるだろう。しかしその際にはまた，こ
のものは私の敵国ではないであろう(801)｣(802)。
(i）平和保持のための常設的諸国家会議
地球上の諸人民が，自然状態から法的状態に入るために，人民がそれに
よって国家となる結合に類似した普遍的諸国家結合をなすのは，余りに広
大な地方への拡大となって，統治も各成員の保護も不可能となり，また内
部での諸団体の戦争状態の惹起につながる。従ってそのような仕方での永
久的平和は，達成不可能な理念である(803)。しかし，かかる平和を目指し
ての諸国家の諸結合を継続し続けるのに役立つ政治的諸原則は，実行が可
能なだけでなく人間達と諸国家の義務と権利に基づく課題である（前掲注
803参照）。そのことは，現にその常設的な諸国家会議がヨーロッパで既に
行われていたのであるから確実なのであるが，この任意的でいつでも解消
可能なかかる会議によってのみ，諸国の争いが市民的に解決され，諸人民
の創設されるべき公法・公権が実現される。上位者と服従者の関係をもち
えない諸国家にあって，自国をそれら相互間での現実の戦争状態における
衰退から守る権利は，唯一つこのような連合によってしか実現できないと
(801) 私の方から不法に敵対している国なのに，つまり合法的には私の方から敵国
にすべき国ではないのに，私がなおその国を敵国と呼ぼうとするなら，それは自己
矛盾であるという意味と思われる。
(802) Kant, Metaphysik, S. 255-256.
(803) 先に次のようにいわれていたのを（前掲(b)参照），ここで想起しておくこと
は有益であろう─｢およそ諸国家の連合は，いかなる最高の権力も含んではならず
（ある市民制的体制におけるがごとく），ただ同輩関係（同盟性）だけを含まなけれ
ばならない。いつでも解消されうる連合は，それゆえ折々に更新されなければなら
ない。それは，ある別の根源的な法・権利の後ろ盾において，自分をそれら相互間
での現実の戦争状態における衰退から守るという（ギリシャ諸都市代表者達の同
盟・foedus Amphictyonum），ある法・権利である」。
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いう真理を見通しながら（注790参照），またそのような連合による諸国家
の平和の実現が国家法に比しても，ほど遠い目標であるのを実感しながら，
なおヨーロッパも世界も，この方法による平和実現の試みを続けよと励ま
すカントの姿が，脳裏に浮かんでくるかのような記述で，諸人民法の記述
は終結する。
「諸人民の自然状態は，個々の人間達と全く同様に，ある法的状態に入
るために，そこから脱すべきある状態であるから，この出来事（脱出─筆
者）以前には，諸人民の一切の権利および戦争によって手に入れうる，あ
るいは保持されうる国家のすべての私のものと君のものは暫定的であり，
ある普遍的な諸国家結合（それによってある人民が国家となる結合に類似
して）においてだけ，決定的に有効となり，ある真の平和状態となりうる。
しかし，あるそのような諸人民国家の広大な地方への拡大は，そのものの
統治が，従ってまた各成員の保護が遂に不可能となるに違いなく，更にあ
る数のそのような団体が，新たに戦争状態を惹起するかがゆえに，永久的
平和（全諸民族法の最終目標）は，もちろん達成不可能な理念である。し
かし，諸国家のそのような（永久的平和のために─筆者）諸結合をなすよ
うに目指す，そのようなことへ継続的であるために役立つところの政治的
諸原則は，実行不可能なのではなく，これらが人間達と諸国家の義務に，
それゆえまた権利に基礎づけられている課題のごとくして，確かに実行可
能なのである。
いくつかの国家の，平和を保持するためのあるそのような統合
（Verein）は，常設的な諸国家会議（Staatenkongreß)─そのメンバーにな
ることは，各々の近隣国に禁じられないままであるが─と称されうる。そ
のようなものは（少なくとも平和の保持に関する諸人民法の諸手続きにつ
いて），この世紀の前半に，ハーグのオランダ議会の集会でなお行われて
いた。そこには，大部分のヨーロッパの王宮の大臣たちが，また最も小さ
な諸共和国の大臣までも，ある国が遭遇した他国からの諸攻撃についての
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それらの苦情を持ち込み，そしてそのようにして全ヨーロッパをある唯一
の連合された国家として想定しており，それらの国はその連合国家をあの
それらの争いにおいて，あたかも仲裁者として前提していたのであるけれ
ども，その後はそれの代わりに諸人民法が書籍の内にだけ残り，しかし会
議場からは消え失せた，あるいは既に行使された力の後に，諸証明の形式
で，記録保管所の暗がりに託された(804)。
しかしここでは，会議（Kongreß）の用語で，様々な国家の任意的でい
つでも解消可能な会合だけが理解され，ある憲法に根拠付けられた，そし
てそれゆえに解消しえないあるそのような結合（アメリカの諸州のそれの
ような）は理解されない。かかる会議によってのみ，諸国の争いを市民的
な仕方で，あたかもある訴訟によって解決し，野蛮な仕方で（未開人の仕
方に従って）ではなく，つまりは戦争によってではなく解決するという，
諸人民の創設されるべきある公法・公権の理念が，実現されうるのであ
る｣(805)。
（5）世界市民法について
カントは公法・公権の理論の最後に，人間にとってその実現がいよいよ
ほど遠い世界市民法を取り上げて，この法についてなかばため息をつきな
がら叙述している。自然は諸人民を球形の限界の内に内包して，すべての
人民を根源的に土地の保有共存という状態にさせている（後掲注806参照）。
そこである人民は，すべての人民に対して交流を申し出るという相互作用
の内におかれているから，それを試す法的権利を相互にもっており，その
(804) やはり簡潔な記述なので自信はないが，諸人民法（国際公法）が諸人民間の
争いを会議によって解決する役割をもたなくなり，紛争が力で解決された後に，そ
の解決について諸人民法からみた法的是非の事後証明をするだけとなって，記録保
管所にしまわれてしまっている，という意味と思われる。
(805) Kant, Metaphysik, S. 256-258.
序論─カントの演繹的行為規範学（15) 137
可能的交流の権利は世界市民的権利と呼ばれうる。他方で自然は，諸人民
に海洋を与えて，航行による彼らの交流をも支えているが，しかしこの海
洋をヨーロッパ諸国は，他の大陸に植民地を開拓するために用い，しかも
臆面もなく未開な人民に対する友愛的な交流の衣を纏ってなそうとしてい
る。それぞれの文明を誇る国が，実は実践的自由から最も遠ざかっていて，
この地球を最も荒廃させている（争いの種を作り出してこの地球上の平和
を最も乱している）と，いつか気づくときが人間達にはくるのだろうか。
現代の我々が，依然として答えを見い出せていない問いかけが，こう記さ
れている。
「ある平和な，たとえまだ友好的ではないにせよ，相互間で現実的諸関
係に入りうる地球上のすべての人民のある遍くする共同社会のこの理念は，
例えば友愛的な（倫理的な）原理ではなく，ある法的な原理である。自然
はそれら諸人民を，すべて一緒に（彼らの滞在場所の球形によって─陸地
の球形としての・als globus terraqueus），特定の諸限界内に内包している。
そして地球居住者が生活しうる土地の占有・支配は，常にある特定の全体
の一部の占有・支配だけなのであり，従って地球居住者の各々がそれに対
して根源的にある権利をもちうる，あるそのような占有・支配として考え
られうるのであるから，すべての人
・
民
・
は根源的に土地の保有共存の状態に
あるものであるが，しかし占有・支配の法的共存（共存・communio）お
よびそれとともにその土地における使用と所有権の法的共存にあったので
はなく(806)，自然的に可能な相互作用（交際・commercium）の，つまり
(806) 市民制的社会では，土地自体は人民全体に帰属していて（総体的共同所有状
態にあって），その後に各市民はその土地の一部について，しかも所有権（ある物
の占有・支配の可能性が他の法主体者に優先して一法主体者に確保させる法的権能，
換言すれば一法主体者に物の有用性の排他的利用を確保させる法的権能）だけを有
しうるのであるが（前掲注615および前掲(1)・注記 B参照），そのコロラリーと
して，すべての人民（各人民の集合）は根源的には土地自体の帰属について共存の
状態（各人民にそれぞれ土地自体が帰属して互いに共存しあっている状態）にある
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はすべての他の人民に対する一人民のある遍くにわたる関係において，お
互いの交流を申し出る相互作用の内にあり，そしてすべての人民はそのも
のを試すある権利を持つ─外国がそれを理由にその国に敵国として対抗す
るのは正当とされるのではなしに。この法・権利は，それがすべての人民
の可能的交流について，彼らの可能的結合に関係している限りは，世界市
民的な法・権利（世界国家の法・ius cosmopolitium）と呼ばれうる。
諸海洋は，諸人民をしてお互い同士の一切の保有共存の圏外に，置いて
いるように見えうる。にもかかわらずまたそれらは，航行を介して正に彼
らの交際に最も好都合な資質のものであり，その交流は互いに近い海岸
（地中海のそれのような）が存在すればするほど，ますます活発となりう
るばかりである。それにもかかわらず，諸人民の往来は，更に一層のこと
その往来に立脚する植民─その往来を宗主国にくくり付けようとする─は，
我々の地球のある場所において，すべての場所において，害悪と強権性
（Gewalttätigkeit）が感じられることのきっかけを作るのである。しかし
このありうる誤用にあっては，地球市民のすべての地球市民との共同社会
を企図する権利，この目的のために地球上のすべての地帯を訪問する権
利─ある他の人民の土地での移留権（Recht der Ansiederung居住の権利・
ius incolatus）は，そのためにある特別な条約が要求されていて，存在し
ないとしても─は，高まりえない。
他方，次のことが問われる：ある人民は，新たに発見された土地─すで
にそのような地帯に場を占めているある民族の近隣に存在する─に，後者
の承諾なしにそば近くの居住および占有・支配取得を企てるのが許される
ことになり，従って原初的にも市民制的社会でのようなすべての人民全体に土地自
体が帰属していて，各人民の所有権（法的占有・支配）が共存している関係にある
との理論は到底とられえない（そこで後出のお互いに交際を求めうる権利をもつ関
係の内にだけある）。本文は難解なところもあるが，そのような意味であると思わ
れる。
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か。
もしも開墾が，最初の人民の居所から，それの（開墾の─筆者）いかな
ることも，その人民の土地の使用において損害を与えないほどの遠隔でな
されるのだとすれば，そのことに対する権利は疑われえない。しかし，そ
の生計が広大な荒れた地域に依存するところの，遊牧民族あるいは狩猟民
族（ホッテントット人，ツングース人，大抵のアメリカ生まれの民族）が
存在する場合には，このことは力によってではなく，条約によってのみ行
われうるだろうし，またその条約でさえも，そのような地所の放棄に関し
て，その住民の無知を利用してはなされえないであろう。そのことは，た
とえその正当化諸根拠が，見かけではあるそのような強行性を世界最善と
思わせるのに十分であるにせよ：一部では粗野な人民の開化によって
（ビュシング・Büschingでさえもキリスト教徒にふさわしい宗教の血腥い
ドイツへの導入をそれによって弁護しようとした口実と同様の），一部に
はある別な大陸において（オーストラリアにおいてのように），それ固有
の国での衰退している人間達の引き上げ（その国を豊かにすることによっ
てであろう─筆者），およびそれらの者達そのものの，あるいは彼らの後
裔達の期待される改善（教育や文化的影響による人の改善であろう─筆
者）であるにせよ。なぜなら，これらいつわりの良き意図は，だがしかし
それのために用いられている手段での不正の汚点を，拭い去りうるもので
はないからである(807)。これに対し，次のような異議が唱えられるとした
(807) 近現代では，文明の進歩を，産業の発展や豊かさの進展に見る傾向があり，
その観点から自らを先進国と自負する諸国が，援助の名の下に勝手にそう呼んでき
たいわゆる後進国を，次第に自分たちの都合の良いように処遇してきたのであるが，
その実は個性ある技を磨いて生きてきた遊牧民族や狩猟民族などの伝統的文化を消
滅させ，その地において資源獲得競争で先進国が争うだけでなく，その内にこれら
の民族までを巻き込んで，むしろそれらの国や地域に混乱をもちこんできただけで
はなかったのだろうか。本文の記述から，人間の文明の真の進歩は，各人の創造的
な生き方の進展にあるとする信念に立つ，この哲学者の正しい見解を改めて確認す
る必要があるように思われる。
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らどうか。その異議とは，ある法的状態の確立を，力をもって始めること
についての，そのような懸念による場合には，おそらく全地球がなお法則
なき状態にあるだろう，というものである。それは，国家革命家の口実，
即ち体制がひどい性質のものとされているときには，力でそれを造り変え
ることも，人民の権能であり，またその後に正義を益々より確実に確立し，
開花させるために，そもそも最後的に不正であることも，人民の権能であ
る，との口実と全く同様に，前述の法的制約を無くさせうるものではあり
えない｣(808)。
（6）公法・公権理論の結語
道徳的な目的が問題である場合に，その目的の理念に従う行為が成就さ
れえないと証明されていない限り─つまり理
・
論
・
的
・
見地からはその成就可能
性・不可能性は仮定という未決定な判断である場合でも─，確かにその理
論的可能性を信じるのが義務とされるのは不合理なことであるとしても，
しかしその目的の理念に従う行為自体が義務として我々に課されるという
ことは不合理ではない。ところで我々の道徳的・実践的理性は，いかなる
戦争も存在すべきではない，自然状態における私と君のそれも，外的な
（相互の関係における）法則なき状態での諸国家間のそれも，という絶対
的拒否を，それが各人の権利を求める仕方ではないからという理由で申し
渡す以上は，恒久平和は実在物と仮定すべきか，すべきでないかの問題は
生じず，それの不存在が証明されているのでない限り，恒久平和に向けた
努力をすることは義務とされなければならない。従ってこの普遍的で永続
する平和は，ある体制に一緒にいる人間達の集合における，君のもの・私
のものの法則の下での保障の状態として，純粋理性の内部での法論（経験
的なものを何も含まない法論）の一部というものではなく，法論の全体的
(808) Kant, Metaphysik, S. 259-262.
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な最終目標をなしている。そしてそれのための規則は，自然法としての公
的諸法則一般の下にある人間達のある法的結合の理想から，ア・プリオリ
に理性によってえられたものである。『最も良い体制は，そこにおいて人
間達ではなく，法則が力をもっている，そのようなものである』とは，平
和の達成を軽視する人も無分別ながらいうところであるが，彼らはそれに
より平和（法の支配）への漸次的な努力義務の必然性を自ら認めるほどに，
このことは実践的真理なのである。確かに恒久平和の目標ほど，実現にほ
ど遠いものはないのが実情であるけれども，だからといってそれの実現不
可能性の仮定の下に，他の諸動物と一緒の状態に止まろうとするのは全く
の邪道であり，人間にとってその道は完全に閉ざされているとの説示が，
ここでの結語とされている。
「誰かが，ある事柄について存在するということを，証明しえないとし
ても，彼はそれが存在しないということを，証明しようと試みるかもしれ
ない。両方のいずれにも彼が成功しない（しばしば生ずるある場合）だろ
うとしても，彼はなおこう問いうる：一方あるいは他方を仮定することは
（ある仮説によって），彼に関心を起こさせるのか否か，しかもこのことを，
理論的観点においてそうすることがなのか，あるいは実践的観点において
そうすることがなのか，つまりただある種の現象（例えば天文学者にとっ
て，諸遊星の逆行と静止のそれのような）を解釈するためにそうすること
がなのか，あるいはある種の目的─それは再び実用的（単なる技術的目
的）なものか，あるいは道徳的なのか即ち格率・信条そのものがそれを自
分に設定する義務のある，そのような目的でありうるのか─を達成するた
めにそうすることがなのかと。その目的の成就可能性の仮定（supposi-
tion）は，それは単なる理論的なそしてその上に未決定的な（problemat-
isch）判断であるが，ここにおいて義務とはされえないことは，自ずと理
解されうる。なぜなら，そのことに（何かを信ずることに）は，いかなる
拘束性も存在せず，その目的の理念に従う行為が，たとえそれは成就され
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うるということの最小限の理論的な蓋然性がなくても，だがまた他方でそ
れの不可能性が証明されえないという場合には，それへのある義務が我々
に課されているところの行為は存在するものなのだからである。
ところで，我々の内における道徳的・実践的理性は，それの争いえない
拒否を言い渡す─いかなる戦争も存在すべきではない，自然状態における
私と君との間のそれも，内的には法則的状態にあるにせよ，外的には（お
互いの関係において）法則なき状態にある諸国家としての我々の間でのそ
れも。なぜならそれは，各人がその権利を求める仕方ではないからである。
それゆえに，次の問題はもはや存在しない：恒久平和は実在物なのか実在
しないものなのかどうか，そして我々は理論的判断において自分を欺いて
いないのかどうか。もし我々が前者を仮定する場合には，しかし我々はお
そらくそれが存在しない存在物であるかのごとくに行為しなければならな
いし，我々はそのものの基礎付けと，そのために我々に最も有用と思われ
るそのような組成を目指さなければならず（おそらくすべての国家ことご
とくの共和），そうして平和をもたらし，これまですべての国家が例外な
く，主要な目標としてそれらの内的準備をそれに向けてきたところの，神
聖でない戦争遂行に結末をつけなければならないのである。また後者は，
この意図の完成に関しては，常に殊勝な願望にとどまるものだとしても，
不断にそれを目指して努力するという格率（信条）の採用によって，我々
は確かに自分を欺いているのではない。なぜならその意図の完成は，（そ
れの実現が不可能と証明されていない限りなお─筆者）義務なのだからで
ある。更に自分自身の内にある法則を欺瞞的なものとして仮定することは，
好んで一切の理性なしで済ませようとする，そして彼の諸原則に従い，自
分を自然のある同様な機構の中で残余の動物類と一緒になっているとみな
そうとする，嫌悪を催させる願望を，招来するであろう。
人はこういいうる─この普遍的で永続する平和の創設は，純粋理性の諸
限界内部での法論の，単なる一部なだけでなく，全体的な最終目標をなし
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ていると。なぜなら平和状態だけが，互いに隣接するそれゆえある体制に
一緒にいる人間達の集合において，私のもの君のものの法則の下で保障さ
れた状態だからである。しかしそれの規則は，これまでそれによって最も
良い状態にあった人たちの経験から，他者に対するある規範としてえられ
たのではなく，公的諸法則一般の下にある人間達のある法的結合の理想か
ら，ア・プリオリに理性によってえられたものであるに違いない。という
のも，一切の実例（説明するだけで何ものも証明しえないそのような）は
あてにならないもので，またそのようにして確かにある形而上学を必要と
しているのであり，これを軽視する人達も無分別な仕方により自身で，そ
れの必然性を真実と認めているのである。それは例えば，彼らがしばしば
なすように，『最も良い体制は，そこにおいて人間達ではなく，法則が力
をもっている，そのようなものである』という場合である。まさにこの理
想以上に，形而上学的に純粋化されるものは何なのか。それは同様にその
彼ら自身の主張によって，前に現れる諸事例においてまた容易に示されう
る，確証された客観的実在性をもっており，そしてその理想だけが─それ
が革命的に，跳躍によって，つまりそれまで欠陥に覆われていたある理想
の力ずくの転覆ではなく（なぜならその際にはあの理想は一切の法的状態
の破壊のある瞬間の内に生ずるということになるであろう─がそれは背理
である・筆者），確固とした諸原則に従う漸次的改革によって，試みられ
遂行される場合には，最も高い政治的善に向けての，恒久的平和に向けて
の，継続的接近へと導くことができる(809)｣(810)。
(809) カントが法論の最終目標と位置付ける平和は，人間達のある法的結合の理想
から，ア・プリオリに理性によってえられた規則に従い，個人間や国家間の関係を
自然状態から法的状態へと，漸次的・継続的な接近の努力によって実現すべきもの
とされていて，逆にこの目標を性急に（革命的に）実現しようとするのは，一切の
法的状態の破壊となるとの説示に対し，特に大きな注意が向けられるべきであろう。
(810) Kant, Metaphysik, S. 263-266.
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